






































































                                                  
1 久谷一朗ほか「家庭用ガス市場の自由化がもたらしたもの―イギリスの事例を中心に―」
エネルギー経済第 36 巻第 1 号（2010 年 2 月）31 頁を参照した上、筆者が作成したもので
ある。 
2 OECD, Policy Brief: Restructuring Public Utilities for Competition, 2002, pp. 1-2 
http://www.oecd.org/dataoecd/60/10/21554964.pdf 
OECD 編・山本哲三監訳『構造分離―公益事業の制度改革―』（2002 年）3 頁。 





































                                                  
3 同前掲注、OECD 編山本哲三訳 22 頁、OECD（2001）p20. 
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2、世界の規制の流れ：「第 1 世代モデル」から「第 2 世代モデル」へ、さらに「第 2 世
代モデル」の「第 1 段階改革」から「第 2 段階改革」へ 
ここでいう「世界の規制」とは、主として欧米で行われてきた公益事業に関する規制の
ことを指し、ガス市場の自由化はその一環である。競争が導入されたか否かによって、こ








らに「第 1 段階改革」と「第 2 段階改革」に分けることができると考える。したがって、「第
1 段階改革」は、不可欠施設の開放、会計分離、部門あるいは機能分離等「行為規制」に留
まる段階の改革であり、米国の場合で言うと、卸売輸送業務と販売業務の分離を要求し、
実質としては法人分離を要求する 1992 年オーダー636 号が発出される前の段階であり、イ
ギリスの場合でいうと、1995 年ガス法によりガス事業を小売事業者、卸売事業者、輸送事





本は 2005 年第 3 次ガス事業法の改正により 2012 年の現段階まで会計分離のみが規定され
ているので「第 2 世代モデル」の「第 1 段階改革」に属し、中国も 1998 年の石油業界の再
編により業界の水平独占が打破されたが、垂直統合が強化され競争部門と非競争部門の分
離は全くなかったので、現段階では「第 1 段階改革」に属するというべきであろう。 
 




                                                  
5 下記の文献より示唆を得た筆者独自の表現である。生島靖久訳『インフラストラクチャー
の改革―民営化と規制と競争の経済学―』（2005 年）28－31 頁（日本語版）。 
Ioannis N. Kessides, Reforming infrastructure - privatization, regulation, and 
competition (2004), pp. 30-33（英語版）。 
8 
 
「第 1 世代モデル」から「第 2 世代モデル」へ転換した重要な理由の一つは、「第 1 世代
モデル」の非効率のほか、規制下の低価格低収益の結果、インフラ整備への投資が過少と
なったからである6。 


























                                                  
6 同前掲注、日本語版 32－33 頁。英語版 p33－35．また、 MacAvoy, Paul W. The natural 
gas market: sixty years of regulation and deregulation. Yale University Press, c2000.を
参照。 
7 植草益編著『講座・公的規制と産業②都市ガス』（1994 年、NTT 出版）341 頁。 
8 森島宏『天然ガス新世紀―持続可能なエネルギーシステムに導く』（2003 年、ガスエネル
ギー新聞出版）を参照。 
9 藤島弘治「欧州のガス供給セキュリティー戦略」エネルギー経済（2009 年 12 月第 35 巻



































                                                  


































                                                  
11 植草益編『日本の産業システム①エネルギー産業の変革』（2004 年、NTT 出版）281 頁。
八田久谷一郎ほか「欧州におけるガス事業制度」エネルギー経済（2009 年 2 月第 35 巻第 1
号）52 頁。公益事業学会『日本の公益事業―変革への挑戦―』（2005 年、白桃書房）207
－208 頁。塩原俊彦『パイプラインの政治経済学』(2007 年、法政大学出版局)7 頁。 
12 艾江涛「能源领域距“有法可依”尚有距离—访中国法学会能源法学研究会会长叶荣泗—」
能源评论 2011 年 12 期 20 页。 
http://www.indaa.com.cn/zz/nypl/201112/201112/P020111229519039417717.pdf 
13 同前掲注。 

































                                                  
15 植草益『社会的規制の経済学』（1997 年、NTT 出版社）8 頁。 
16 植草益『公的規制の経済学』（1991 年、筑摩書房）24 頁。 
17 同前掲注、公益事業学会 2 頁、植草益（1991）30－31 頁。 
18 同前掲注、植草益（1997）11 頁。 
19 江藤勝『規制改革と日本経済―何が行われ、何が生じ、何が問題か―』（2002 年、日本
評論社）7 頁。植草益（1991）34 頁。 































                                                  
22 OECD 編山本哲三他訳『規制緩和と民営化』(1993 年) 9－10 頁。同前掲注、植草益ほか
編著（1994）136－146 頁（ここには「行為規制」を「行動規制」というが、表現の違いだ
けで実質は変わらない）。OECD 編山本哲三監訳『構造改革―公益事業の制度改革―』（2002
年）23 頁。岸井大太郎ほか編著『経済法―独占禁止法と競争政策―（第 5 版補訂）』（2008
年、有斐閣）9－10 頁。 
23 小西唯雄編著『産業組織論と競争政策』（2000 年、晃洋書房）15－26 頁。 
24 Jones and Sufrin, EC Competition Law (3rd edn., Oxford, 2008), pp. 22-23 
25 同前掲注、OECD 編山本哲三監訳（2002 年）28 頁。 
26 同前掲注、公益事業学会 16 頁。 
27 同前掲注、 植草益（1991）153 頁。 
28 依田高典『ネットワーク・エコノミクス』（2001 年、日本評論社）166 頁。 





ある30。米国において長い間採用されてきた「公正報酬率規制」（Fair Rate of Return 
Regulation: 略称 ROR 規制）は、この後者のレートベース方式である。日本の「総括原価











ンティブ規制」（Incentive Regulation: IR 規制）である。つまり、事業者にある程度の裁
量権を与え、望ましい経済的効果を達成しようとするための規制方式である。インセンテ
ィブ規制には、①余剰の残余請求権の一部を事業者に認める「利潤分配規制」（Profit 
Sharing: PS 規制）（「社会契約(Social Contract)」とも呼ばれる）、②価格上限の範囲内で











                                                  
30 長岡貞男・平尾由紀子『産業組織の経済学―基礎と応用―』（1998 年、日本評論社）232
頁。 
31 同前掲注、植草益（1994）184 頁。 
32 山本哲三『規制改革の経済学―インセンティブ規制、構造規制、フランチャイズ入札―』
（2003 年、文真堂）258 頁。 
33 同前掲注、依田高典 166 頁。 

































                                                  
35 同前掲注、公益事業学会 8－9 頁、植草益（1991）216-221 頁。 
36 同前掲注、植草益（1991）3 頁。 
37 同前掲注。 
38 同前掲注、植草益（1997）5 頁。 
39 同前掲注。 
40 同前掲注、5－6 頁。 































「第 2 世代モデル」にしか存在しない規制類型となる。 
本稿の主要な検討対象である不可欠施設の開放及び分離規制は、以上に照らすと、「第 2
世代モデル」下の規制であり、事業法における展開は、「直接規制」、「事前規制」あるいは
                                                  
42 同前掲注。 
43 同前掲注、植草益（1997）6 頁。 
44 同前掲注、7 頁。 
45 同前掲注、6 頁。 
46 同前掲注。 


























                                                  










代産業組織論』（1997 年、放送大学）152 頁。 
52 同前掲注、依田高典 21－22 頁。 
53 同前掲注、小西唯雄編著 246 頁。 
54 同前掲注、長岡貞男・平尾由紀子 234 頁。 
55 すでに指摘したように、ここでの「規制」は「第 1 世代モデル」下の「狭義の公的規制」
を指す。 
































                                                  
57 同前掲注、長岡貞男・平尾由紀子 234 頁。 
58 同前掲注、小西唯雄編著 247 頁。 
59 同前掲注、長岡貞男・平尾由紀子 235 頁。 
60 同前掲注、小西唯雄編著 247－248 頁。 
61 同前掲注、長岡貞男・平尾由紀子 235－236 頁。 
62 同前掲注、依田高典 22 頁。 
63 Stigler, G. J., Memoirs of an Unregulated Economist, Basic Books, 1988. New York. 
64 同前掲注、小西唯雄編著 250 頁、公益事業学会 5 頁。 




なくなる。市場の中の競争（competition in the market）ではなく、市場を求める競争
























                                                  
66 同前掲注、依田高典 22 頁。競争入札制度あるいはフランチャイズ・ビッディングの理論
である。固定資本の転用性というのは、固定資本の経営者或は所有者が変わっても固定資
本自体が引き続き利用されることを指す。 
67 Baumol, W. J., J. C. Panzar and R. D. Willig, Contestable Markets and the Theory of 
Industrial Structure, Harcourt Brace and Jovanovich, 1982. 
68 同前掲注、武蔵武彦ほか 155 頁。 
69 同前掲注、依田高典 7－8 頁。 





































                                                  
72 同前掲注、依田高典 26 頁。 
73 堀内俊洋『産業組織論』（2000 年、ミネルヴァ書房）75 頁。同前掲注、小西唯雄編著 56
頁。 
74 同前掲注、小西唯雄編著 41 頁。 
75 Kirzner, I. M., Competition and Entrepreneurship, Chicago, University of Chicago 
Press, 1973 
76 同前掲注、堀内俊洋 77－78 頁、小西唯雄 45－46 頁。衣笠達夫『公益企業の費用構造―





























例えばアリゾナ州の規制当局は 1984 年 11 月にこの規制を導入した。1986 年 1 月当時 20
州で 36 事項にわたって実施されたといわれる80。 




                                                  
77 同前掲注、植草益（1991）209 頁。 
78 公益事業学会『現代公益事業の規制と競争』（電力新報社、1989 年）12 頁。 
79 同前掲注、依田高典 169 頁。 






















その後、1910 年に Wilcox91もこの制度に注目したが、1986 年に Demsetz92が自然独占の規
制の方法として理論的に再評価する論文を発表して、学会でも一躍注目されるようになっ
た。さらに 1972 年に Posner93がアメリカのケーブル・テレビジョンの独占権に対して免許
                                                  
81 同前掲注、依田高典 172 頁。 
82 Littlechild, S. Regulation of British Telecommunications Profitability, London: 
HMSO, 1983. 
83 同前掲注、植草益（1991）169 頁。 
84 同前掲注、依田高典 173 頁。 
85 Shleifer, A., “A Theory of Yardstick Competition”, RAND Journal of Economics, 16:  
319-327, 1985 
86 Littlechild, S. Economic Regulation of Privatised Water Authorities, London: HMSO, 
1986. 
87 同前掲注、依田高典 174-175 頁。 
88 同前掲注、植草益（1991）162 頁。 
89 Chadwick, E. “Results of Different Principles of Legislation and Administration in 
Europe; Of Competition for the Field, as Compared with Competition within the Field of 
Service,” Journal of Royal Statistical Society, 22, 381-420, 1859. 
90 同前掲注、植草益（1991）163 頁。 
91 Wilcox, D. F., Municipal Franchise-Vol.1-, Chicago, University of Chicago Press, 1910 
92 Demsetz, H. (1968). 
93 Posner, R. A., “The Appropriate Scope of Regulation in Cable Television Industry,” 





























称される。1973 年 Otter Tail 事件97により、本理論が、独占企業の基幹設備へのアクセス
の問題に適用されることになったことにより、規制産業に競争原理を導入するための基礎
的競争条件が整備されることになった98。1983 年 MCI v. AT&T 事件99において、合衆国第
七巡回区高裁は不可欠施設理論適用の前記①－④の四要件を判示した。 
                                                  
94 同前掲注、植草益（1991）163 頁。 
95 土田和博「独占禁止法の射程と限界」金井貴嗣ほか編著『独占禁止法（第 3 版）』（弘文
堂、2010 年 6 月 15 日）444 頁。 
96 United States v. Terminal Rail Road Association, 224 U.S. 383. 
97 Otter Tail Power Co. v. United States, 410 U.S. 366(1973) 
98 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年）491 頁。 































                                                  
100 同前掲注、依田高典 54 頁。 
101 同前掲注、55－56 頁。 
102 Greenwald, B. C. and W. W. Sharkey, “The Economics of Deregulation of Local 
Exchange Telecommunications” Journal of Regulatory Economics 1, 4: 319-339, 1989 
103 Coase, R., “The Nature of the Firm,” Economica 4: 386-405, 1937, Williamson, O. E., 
“Trasaction Cost Economics,” in R. Schmalensee and R. D. Willig (eds.), Handbook of 
Indutrial Organization Vol. Ⅰ: 135-182, 1989 
104 Spengler, J. J., “Vertical Integration and Antitrust Policy,” Journal of Political 
Economy 53: 347-352, 1950 
105 Hart, O. and B. Homstom, “The Theory of Contracts,” in T. Bewley (ed.), Advances in 

























                                                  
106 OECD, OECD Reviews of Regulatory Reform, China: Defining the Boundary 
between the Market and the State, 2009, p. 195 
107 OECD, OECD Reviews of Regulatory Reform, Taking Stock of Regulatory Reform: A 
Multidisciplinary Synthesis (Complete Edition), 2005, pp.6-7 
108 天然ガスの将来性について、石井彰の著書である「天然ガスが日本を救う―知らざる資
























2000kcal/kg、石炭 5000～8000kcal/kg、石油 8000～1 万 1000kcal/kg に対して、天然ガス
は 1 万 3000kcal/kg。発熱量は、大まかに言うと成分元素の発熱量の和である。主要元素の
発熱量は、水素分子は 3 万 4000kcal/kg、炭素は 7800kcal/kg である。従って、水素含有量
が多いほど発熱量が多い。燃料資源の水素対炭素比は、木材の 1 対 10 から、石炭 1 対 1、






















エネルギーフォーラム（2010 年 4 月号）70 頁） 
109 森島宏『天然ガス新世紀―持続可能なエネルギーシステムに導く究極の化石燃料―』（ガ
スエネルギー新聞、2003 年）。 
110 同前掲注、森島宏 4 頁。 























量の 20％115を占めるようになってきている。これらの 3 種のガスの原始埋蔵量（既発見資






                                                  
112 OECD/IEA の 2009 年時点の推定は 130 年である。OECD/IEA, World Energy Outlook 
2009, p389 
113 同前掲注、森島宏 9－11 頁。 
114 同前掲注、20－21 頁。 
115 2008 年米国の非在来型ガスの生産量は全米生産量の 50％強を占めている。なお、2030
年は 60%ぐらいに達すると推定されている。OECD/IEA, World Energy Outlook 2009, 
p456 
116 2008 年末まで非在来型の埋蔵量は、在来型の埋蔵量 400tcm（＊35.3=14120tcf）に近
い 380tcm であり、資源量は、900tcm で、在来型の埋蔵量の 2 倍以上があると推計されて
いる。OECD/ IEA, World Energy Outlook 2009, p389 























ベット高原の内側だけで地圧水溶性ガス123が 350 億トン標準油当量、シェールガスが 100
万億立方メートルを有する。全国にはタイトサンドガスが 100 万億立方メートルを有し、
さらに在来型天然ガスは 38 万億立方メートル、炭層ガスは 36.8 万億立方メートルを有す





だけで、1973 年の 19％から 2008 年の 23.7％に増加した。また、米国エネルギー省(DOE)
                                                  
118 同前掲注、59 頁。 
119 同前掲注、113 頁。 
120 同前掲注、130 頁。 
121 同前掲注、254-255 頁。 
122 中国能源网代松阳「韩晓平：中国未来 100 年文明进程将依靠天然气」。 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=93625 
123 中国語では「天然气水合物（可燃冰）」という。 
124 OECD/IEA, Natural Gas Information 2009, p. 142 
28 
 
の EIA の統計125と BP（英国石油）社の統計126に基づいた筆者の計算により、世界全体で

























                                                  
125 EIA, International Energy Outlook 2009, Highlights, p. 1 
http://www.eia.doe.gov/oiaf/ieo/highlights.html 
126 BP, Primary energy consumption table by fuel type, Statistical Review 2009 
http://www.bp.com/sectiongenericarticle.do?categoryId=9023766&contentId=7044197 
127 OECD/IEA, World Energy Outlook 2011, pp. 170-173; OECD/IEA, IEA special report 
explores potential for ‘golden age’ of natural gas, 6 June 2011 
128 野村宗訓『イギリス公益事業の構造改革―競争移行期のユーティリティズ・ポリシー―』
（税務経理協会、1998 年）4－5 頁。 
129 植草益編『日本の産業システム①エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 280 頁。


























離だけで 3900km に達し、上流部門の開発投資は 34 億ドル、パイプラインの建設投資は







                                                                                                                                                  
ないとする規定である。 
131 张抗等著《中国石油天然气发展战略》（2002 年 中国石化出版社）561、620 页。天然ガ
スは、決して「皇帝の娘は嫁に憂えることはない」ようなことではないとも指摘している。 
132 小島直ほか『天然ガス産業の挑戦―伸びゆく各国の動向とその展望―』（専修大学出版、
2004 年）23 頁。 
133 同前掲注、小島直 22 頁。 
134 同前掲注、23 頁。 
135 同前掲注、植草益編（2004 年）263 頁。 

























情があったと思います」144。「本プロジェクト参加の意義は 4 点ほどあります。1 点目は、
当社の主力燃料である LNG の安定的な調達ができること。2 点目は柔軟な調達が図れるこ
と。3 点目は経済的な調達の側面からエネルギー供給の確実性を向上させると同時に、4 点
                                                  
137 同前掲注、小島直 24 頁。 
138 同前掲注、张抗等著 560-561 頁。植草益ほか『講座・公的規制と産業②都市ガス』（NTT
出版、1994 年）340 頁。 
139 テーク・オア・ペイ条項付き長期契約は市場閉鎖効果を有し自由化の展開を妨げる一面
もあるため、自由化を展開する国・地域において問題視されていることではある。 
140 同前掲注、植草益（2004 年）249 頁。 
141 橋本悟「都市ガス産業の製造部門と供給部門の垂直統合についての一考察」公益事業研
究第 61 巻第 2 号（2009 年）1 頁。 
142 座談会「変貌する日本の LNG 調達体制―今、なぜ上流権益の獲得を目指すのか！？」
エネルギーフォーラム 2010 年 4 月号 64 頁。 
143 山口正康『炎の産業「都市ガス」―進化するクリーンエネルギーのすべて―』（エネル
ギーフォーラム、2009 年）第 3 章「LNG 長期売買契約から上流参加へ」も参照されたい。 














だまだである。米国を例にして、2008 年の人口を見ると、米国は 3.1 億に対し中国は 13.4
億146、2008 年のガス消費量を見ると、米国は 6580.27 億 m3に対し中国は 775.65 億 m3147、
一次エネルギー消費における割合を見ると、米国は 23.9%148に対し中国は 3.9％149、幹線パ
イプラインの総延長を見ると、米国の 49.1 万 km150に対し、中国はその前年の 2007 年は





米国エネルギー省の EIA の予測により、2006 年世界全体の LNG の輸入量の 41％も占め
る日本は、国内天然ガスの需要が引き続きほとんど LNG の輸入に依存する。中国は、2006
年から 2030 年まで国内天然ガスの生産量が平均 3.1％で増加するが、需要の増加には追い
つけない。2030 年に、中国は天然ガスの総消費量の 3 分の 1 以上を輸入に依存する152。 
天然ガスの需要が海外からの輸入に依存する場合、長期的安定供給確保と原料調達コス
                                                  
145 同前掲注。 
146 総務省統計局ホームページ「2－4 主要国の人口の推移（1999－2009 年）」により。
http://www.stat.go.jp/data/sekai/02.htm#h2-04 
147 同前掲注、OECD/IEA, Natural Gas Information 2009, pp46-47. 
148 同前掲注、p. 492 
149 国家统计局《中国能源统计年鉴 2009》（中国统计出版 2010 年）243 页。 
150 DOE/EIA,  About U.S. Natural Gas Pipelines - Transporting Natural Gas, 
http://www.eia.doe.gov/pub/oil_gas/natural_gas/analysis_publications/ngpipeline/index.
html 
151 竹原美佳「中国の LNG 輸入トレンドをよむ―日本への影響―」石油・天然ガスレビュ
ー2009.3 Vol.43 No.2, 35 頁。 
http://oilgas-info.jogmec.go.jp/report_pdf.pl?pdf=200903_033a%2epdf&id=2558 




















慮しつつ「市場原理の活用」を進めるという「エネルギー政策基本法」（平成 14 年 6 月制
定）の基本方針に沿って検討を進めていく必要がある」158。 








                                                  
153 竹中正康『都市ガス産業の総合分析』（2009 年、NTT 出版）45－46 頁。 
154 同前掲注、野村宗訓 10 頁。 
155 同前掲注、座談会 68 頁。 
156 同前掲注。 
157 「今後のガス事業制度改革における検討課題について」（平成 19 年 3 月 20 日） 
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/data/070514wg-1.pdf 
158 同前掲注、「今後のガス事業制度改革における検討課題について」2 頁。 
159 都市熱エネルギー部会ガス政策小委員会下の制度・運用検討 WG「WG における審議の
過程で出された主な意見」（平成 19 年 3 月 20 日） 
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/data/070514wg-2.pdf 
160 「都市ガス自由化拡大検討、温暖化・保安重視で当面凍結濃厚」エネルギー2009 年 6
月 18 日 5 頁。 
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第 3 章 中国天然ガス事業の概観 






来、中国は高い経済成長率を維持してきた165。実質 GDP 成長率は、1979 年から 2008 年
までの 30 年間で年平均 9.8％という高成長率である166。それに伴い、エネルギーの消費も
大幅に増加してきた。BP（英国石油）社の統計データに基づいて計算すると、同期 1979
                                                  
163 藤原淳一郎「しのびよる所有権分離（オーナーシップ・アンバンドリング）―欧州にお
ける電力・ガスの新たな火種―」エネルギー2006 年 11 月号 23 頁。 
164 江泽民《中国能源问题研究》（上海交通大学出版社 2008 年）21-26 頁。 
165 主要国・地域の「年代ごとの経済成長率」（社会実情データ図録、2009 年 10 月 3 日更
新） 
http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/4500.html 




年から 2008 年までのエネルギー消費の増加率は年平均で 11.8%である167。同統計により、
2009 年中国の一次エネルギー消費は 21 億 7700 万トン（石油換算）で、同年世界 1 位の米
国の 21 億 8200 万トン（石油換算）とわずかの差である168。WSJ（ウォール・ストリート・
ジャーナル）の報道により、IEA（国際エネルギー機関）は、2009 年に中国は米国の 21





ー全体の自給率は下がってきた172。IEA 統計により 2007 年中国のエネルギー自給率は 93%
である173。また、同統計により、自給率が下がった原因は主として石油の自給率が下がっ
たからである174。中国が石油の純輸入国になったのは、1993 年であり、当時の輸入依存度




                                                  
167 Historical data, Workbook from 1965-2009, BP. 
http://www.bp.com/productlanding.do?categoryId=6929&contentId=7044622 




169 “China Tops U.S. in Energy Use”, WSJ, July 18, 2010. 
http://online.wsj.com/article/SB10001424052748703720504575376712353150310.html 
170 「能源局官员否认中国成全球第一大能源消费国 称数字不可信」（鳳凰網、2010 年 7 月
21 日） 
http://finance.ifeng.com/news/20100721/2428040.shtml 
171 「周大地：我国即将成为世界第一能源消费大国」（中国能源研究会、2010 年 6 月 21 日） 
http://cers.org.cn/nyyjh/tpxw/201006/t20100621_319396.htm 








174 Energy Balances of non-OECD Countries 2009, IEA, p188. 
175 「2009 年原油产量下降 对外依存度约为 51.3%」（新浪網、2010 年 1 月 22 日） 
http://finance.sina.com.cn/chanjing/cyxw/20100122/11557293309.shtml 





産量は 1.8 億トンから 1.9 億トンの間に留まって、2015 年に 2 億トンに達せるかどうかも
問題で、将来大幅な増産は難しいとされている178。中国国土資源部が 2010 年 4 月に公表し
















も高い。2009 年の内訳を見ると、石炭は 70.1%、石油は 18.7%、天然ガスは 3.85%、その
他（水力発電、原子力発電、風力発電）は 7.35%である186。石炭の消費が多いため、二酸
化硫黄等の排出による大気汚染、地球温暖化をもたらす二酸化炭素の排出の問題は大きい。
                                                  
177 「国家能源局：中国原油进口依存度首超警戒线 (2)」（人民網、2010 年 3 月 29 日） 
http://ccnews.people.com.cn/GB/142056/142140/11242468.html 
178 「中国石油产量全球第四 相比巨大需求还差过半」（人民網、2010 年 2 月 9 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/10958286.html 
179 「2009 年中国国土資源公報」5 頁。（中国国土資源部、2010 年 4 月 9 日）
http://www.mlr.gov.cn/zwgk/tjxx/201004/P020100414360818094638.pdf 
180 「中国“十二五”期间将用价格杠杆鼓励以气代油」（鳳凰網、2010 年 6 月 20 日） 
http://finance.ifeng.com/news/industry/20100620/2326423.shtml 
181 「中国去年人均能源消费为美国 1/5」（中国能源研究会、2010 年 8 月 12 日） 
http://cers.org.cn/nyyjh/nyyw/201008/t20100812_325676.htm 




185 「提高能源利用效率须多策并举（热点研究）」（人民網、2010 年 4 月 30 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/11497794.html 







な特徴であると指摘されている188。また、2009 年、中国は二酸化炭素の排出量が 70 億ト
ンを超えて、同年世界第二の排出国である米国の 59 億トンとの差が拡大しているという
BP 社の報告があると報道されている189。中国が米国を超えて世界一の排出国となったのは
2008 年である。2009 年 12 月 18 日デンマークのコペンハーゲンで開催された国連気候変
動枠組条約第 15 回締約国会議（COP15）に出席した中国の温家宝総理は、2020 年単位 GDP













量は 300 億立方メートルで、建設はまだ始まっていないが、2015 前に輸入を始めると計画
されている192。これに対して、中央アジア 3 カ国からの輸入路線193は、「中亜管道」ともい
                                                  
187 CNPC: “Status and Developing Future of China’s Natural Gas Sector” – Liu 
Keyu(The Ninth U.S.-China Oil & Gas Industry Forum, September 27-29, 2009)p10. 
http://www.uschinaogf.org/Forum9/pdfs/lt-8-CNPC-LiuKeyu_english.pdf 
188 「以煤为主的能源结构导致大气污染物排放总量居高不下」（国際能源網、2009 年 4 月 23
日） 
http://www.in-en.com/article/html/energy_0748074861334961.html 




12 月 19 日） 
http://news.xinhuanet.com/world/2009-12/19/content_12668048.htm 
191 「天然气进口通道多元化格局形成」（人民網、2010 年 6 月 21 日） 
http://paper.people.com.cn/zgnyb/html/2010-06/21/content_549152.htm?div=-1 
「进口加自产 天然气来源多元化格局初成」（中国能源網、2009 年 11 月 16 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=56135 
192 「中俄能源合作续新篇」（中国石油、2009年 10月 16日） 
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輸入路線であり、「中俄東線」ともいい、年間輸入量は 380 億立方メートルで、2015 年前
に輸入を開始すると計画されている196。陸上パイプラインによる輸入計画を合計すると、
年間 1400 億立方メートルである。中国の海上輸入路線には、現在稼働中、建設・計画中の
LNG 基地は 9 か所がある。その中、国有石油企業 CNOOC（中国海洋石油総公司）が操業
する広東の大鵬 LNG（輸入能力年間 570 万トン）が 2006 年に初めて LNG 輸入を開始し
た。2008 年の福建 LNG（輸入能力年間 260 万トン）、2009 年の上海 LNG（輸入能力年間
300 万トン）が続き、現在 3LNG 基地が LNG を輸入している。建設あるいは計画中の基地
の多くは 2015 年までに操業を開始すると計画されている。輸入先は豪州、インドネシア、
マレーシア、カタール等に多様化している。輸入能力は拡張計画中の年間 1880 万トンの輸
入能力を除いて、年間 3060 万トンである197。ガス体に換算すると、3060 万トンは約 422.3
億立方メートル（0.138 億立方メートル/1 万トン LNG）に相当し、拡張計画中の 1880 万
トンも入れると、全体で約 681.7 億立方メートルである。陸上パイプラインによる輸入計
画、拡張計画を含めて LNG 輸入能力を合計すると、年間輸入能力は約 2000 億立方メート
ルである。 
 国内生産において、2003 年から 2007 年までに行われた最新の中国全国石油と天然ガス
                                                                                                                                                  
http://news.cnpc.com.cn/system/2009/10/16/001261090.shtml 
193 中国エネルギーの新しい「シルクロード」とも呼ばれている。 
「中国能源的新丝绸之路」（人民網、2009 年 12 月 18 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/10607401.html 
194 「中亚天然气合作项目投产」（中国石油、2009 年 12 月 15 日） 
http://news.cnpc.com.cn/system/2009/12/15/001269161.shtml 
「中乌两国签署天然气购销框架协议」（中国石油、2010 年 6 月 11 日） 
http://news.cnpc.com.cn/system/2010/06/11/001292959.shtml 
「中哈签署天然气管道二期工程建设协议 胡锦涛主席和纳扎尔巴耶夫总统共同出席签字仪




195 「中缅油气管道项目正式开工」（中国石油、2010 年 6 月 4 日） 
http://news.cnpc.com.cn/system/2010/06/04/001292063.shtml 
196 「中俄能源合作续新篇」（中国石油、2009年 10月 16日） 
http://news.cnpc.com.cn/system/2009/10/16/001261090.shtml 
197 坂本茂樹「アジア太平洋： 発展途上経済ガス市場、LNG 輸入本格化を念頭に市場環境





















た、同年 9 月 27 日、国家エネルギー局が主催した「第四次中米能源政策対話」において、
中国が非常に豊富な非在来型天然ガスを有し、そのうち、タイトサンドガスの資源量は 100
万億立方メートルに達し、炭層ガスの資源量は 30 万億立方メートル、シェールガスは 100
万億立方メートルを有すると紹介されている205。これに対し、在来型天然ガスの資源量を
入れて合計すると、中国全体の天然ガスの資源量は 300 万億立方メートルを超え、石油に
                                                  
198 「我国天然气资源评价」（中国燃気設備網、2009 年 8 月 7 日） 
http://www.ccgas.net/conn/x1.asp?id=80&cnmai=1 
199 「新一轮全国油气资源评价结果表明 我国石油可采资源量 212 亿吨」（中国国土資源網、
2008 年 8 月 18 日） 
http://www.clr.cn/front/read/read.asp?ID=139401 
「中国 115 个盆地常规油气资源的评价」（国際石油網、2010 年 8 月 25 日）図１、図２。 
http://coal.in-en.com/oil/html/oil-0949094974738729.html 
200 「新一轮全国油气资源评价结果表明 我国石油可采资源量 212 亿吨」（中国国土資源網、
2008 年 8 月 18 日） 
http://www.clr.cn/front/read/read.asp?ID=139401 
201 「石油、天然气、煤层气、油页岩、油砂资源评价成果」（中国国土資源部油気資源戦略
研究中心、2010 年 1 月 7 日） 
http://www.sinooilgas.com/NewsShow.asp?NewsID=10786 
202 「国土资源部：我国首次在陆域冻土带钻获"可燃冰"」（中国政府網、2009 年 9 月 28 日） 
http://www.gov.cn/gzdt/2009-09/28/content_1428497.htm 
203 「青海发现可燃冰 堪比大庆油田 冻土层可燃冰够全国用 90 年」（中国能源網、2009 年
12 月 23 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=50545 
204 同前掲注。 




換算すると、2600 億トンに相当し、年間中国の一次エネルギー消費を 20 億トンで計算し、
かつ天然ガスの利用効率が石炭より 50－80%も高いことを考慮に入れて、これらの資源は





できる207。2008 年中国のエネルギー全体の利用効率は 36.8%で、世界平均の 50%に比べる
と低い水準である。その原因は、一次エネルギー消費において石炭の割合が 70%で世界平
















                                                  
206 「韩晓平：天然气供应安全呼唤全面改革开放」（中国能源網、2010 年 1 月 6 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=66943 




210 华贲  「低碳发展时代的世界与中国能源格局」中外能源（2010 年第 15 巻第 2期）7頁。 
211 「【独家专访】华贲：天然气是发展低碳经济的关键能源」（中国能源網、2010 年 7 月 17
日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=120023 
212 「建设工业园区冷热电联供的能源系统」（中国能源網、2009 年 10 月 10 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=51477&page=3 





















一段階の現在から 2050 年までの「国家エネルギー戦略」、第二段階の現在から 2030 年まで
の「国家エネルギー戦略発展中長期企画」と、第三段階の 2011 年から 2016 年までの「“十
二五”エネルギー企画」である219。国家エネルギー戦略と企画の策定は、2010 年 1 月に成
                                                  
214 「5 万亿新兴能源规划：天然气革命是核心」（中国能源網、2010 年 8 月 9 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=118540 
215 「华贲：中国低碳能源战略刍议」（中国能源網、2009 年 9 月 18 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=49637&page=3 



















具体的に実施する機関は 2008 年 7 月に成立した「国家エネルギー局」221である。2010 年
は“十一五”（2006－2010 年）エネルギー発展規画実施の最後の年であるが“十二五”企




の担当者によって紹介されている。その三つの場面とは、2010 年 6 月 7 日－12 日に行われ
た「中国工程院第十次大会」223、2010 年 6 月 19 日に行われた「中国エネルギー戦略と“十











                                                  
220 「国务院决定成立国家能源委员会 温家宝任主任」（新浪網、2010 年 1 月 27 日） 
http://news.sina.com.cn/c/2010-01-27/221919560637.shtml 
221 「国家能源局成立大会在京召开」（新浪網、2008 年 7 月 31 日） 
http://finance.sina.com.cn/g/20080731/17585154080.shtml 
222 「国家能源委员会第一次全体会议（全文）」（金融界、2010 年 4 月 23 日） 
http://finance.jrj.com.cn/2010/04/2303577343962-1.shtml 
223 「中国科学院第十五次院士大会、中国工程院第十次院士大会在京隆重开幕」（人民網、
2010 年 6 月 8 日） 
http://politics.people.com.cn/GB/1024/11808789.html 
224 「中国能源战略与“十二五”能源发展论坛」（新浪網、2010 年 6 月 19 日） 
http://finance.sina.com.cn/focus/125nyfzlt/index.shtml 
225 「国家能源局 2010 年上半年能源经济形势新闻发布会」（中国能源網、2010 年 7 月 20
日） 
http://www.china5e.com/special/show.php?specialid=302 
226 「新能源产业规划将公布 天然气市场全面看好」（人民網、2010 年 8 月 16 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/12452373.html 
227 「工程院副院长杜祥琬:40 年后洁净能源占半壁江山」（和訊網、2010 年 6 月 12 日） 
http://news.hexun.com/2010-06-12/123971375_1.html 












量をコントロールする。2020 年、2030 年、2050 年の年間エネルギー消費量はそれぞれ 40、
45、50-55 億トン（石炭換算）にコントロールする。二、石炭の清潔な利用を促進し、国内





年、2050 年にそれぞれ 3、4、4.5－5 億 1 千ワットにし、非水力のその他再生可能エネル
ギーの利用も可能な限り 2020 年、2030 年、2050 年にそれぞれ 2、4、8 億トン（石炭換算）
にする。五、原子力発電の増加は一つ重要な選択であり、2020 年、2030 年、2050 年にそ








                                                  
228 「工程院副院长杜祥琬:40 年后洁净能源占半壁江山」（和訊網、2010 年 6 月 12 日）
http://news.hexun.com/2010-06-12/123971375_1.html 
「周大地：我国即将成为世界第一能源消费大国 」（中国能源研究会、2010 年 6 月 21 日） 
http://cers.org.cn/nyyjh/tpxw/201006/t20100621_319396.htm 
229同前掲注。 
230 「中国工程院报告提出 2050 年前我国能源战略定位」（新浪網、2010 年 6 月 8 日） 
http://news.sina.com.cn/c/2010-06-08/202217628540s.shtml 
「2050 年将基本完成能源体系变革」（中国経済網、2010 年 6 月 17 日） 
http://www.ce.cn/cysc/ny/hgny/201006/17/t20100617_20414599.shtml 










 2009 年 9 月に胡錦濤国家主席が国連気候変化サミットにおいて、2020 年まで非化石燃
料が一次エネルギー消費における割合を 15%ぐらいにすると発表した233。また、同年 12
月、温家宝首相がコペンハーゲン気候変化大会において、2020 年まで単位当たりの二酸化








適化するとされている237。そして、2015 年に、天然ガスの利用規模が 2600 億立方メート
ルに達し、エネルギー消費構造における割合は現在の 3.9%から 8.3%に引き上げるほか、水
力発電の規模が 2.5 億 1 千ワット、原子力発電の規模が 3900 万 1 千ワットに達し、一次エ
ネルギー消費における水力発電と原子力発電の割合は現在の 7%ぐらいから約 9%に達し、
風力発電、太陽光発電等のその他の再生可能エネルギーの利用規模が 1.1 億トン（石炭換算）
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るとされている239。また、企画期間中に累計 5 万億元の直接追加投資をするとされている240。 





に大きく発展することを意味している。2015 年、天然ガスの利用を 2009 年の 900 億立方
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2010 年 4 月に国家エネルギー局が出した「国家エネルギー局の『天然ガス分散型電源を
発展する指導意見』に関する意見募集の通達」において、2011 年に天然ガスを利用する分
散型電源を全国 1000 個建設し、2020 年に全国一定規模以上の都市に普及し、発電能力は
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千キロメートルとなり、年間輸送量が 300 億立方メートルでこれまで最大の規模となる260。 
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いても、主要な業者は 3 社である。それらは、中国石油天然気集団公司261（CNPC あるい
は「中石油」とも言われる）、中国石油化工集団公司262（SINOPEC あるいは「中石化」と
も言われる）と中国海洋石油総公司263（CNOOC あるいは「中海油」とも言われる）であ
る。中国国土資源部 2010 年 4 月に公表した「2009 年中国国土資源公報」により、2009 年
中国天然ガスの消費量は 887.0 億立方メートルで、国内生産量は 851.7 億立方メートルで
ある264。その国内生産量のうち、前記三社各社の 2009 年度報告書により、「中石油」は 683
億立方メートル265で全体の 80.2%を占め、「中石化」は 84.68 億立方メートル266で全体の
9.9%を占め、「中海油」は 70 億立方メートル267で全体の 8.2%を占め、三社の合計は 837.68
億立方メートルで国内全生産量の 98.3%を占める。非在来型の天然ガスの生産分野におい
て、2009 年炭層ガスの生産量は約 10 億立方メートルで、主要な生産業者は「中石油」、晋
煤、中聯煤である268。シェールガスの生産実績はなかった269。 
輸入分野においては、統計により、2009 年中国の LNG 輸入量は 76.3 億立方メートルで
ある270。それらは全部「中海油」による輸入である271。2006 年に始まった LNG の輸入は
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土資源部の統計資料によると、2006 年末まで、中国において全部で 1144 個の石油天然ガ
スの探鉱権が設置され、総面積が 4325433 平方キロメートルであり、そのうち、「中石油」
がそれぞれ 423 個、1800059 平方メートル、「中石化」が 345 個、970089 平方メートル、
「中海油」が 251 個、1387792 平方メートルを占めており、また、採鉱権は全部で 647 個
が設置され、総面積は 81856 平方メートルで、そのうち、「中石油」は 393 個、66223 平方
メートル、「中石化」は 207 個、10791 平方メートル、「中海油」は 38 個、3970 平方メー
トルをそれぞれ占めており、三社合計で、全体の探鉱権の項目数の 89.1%、全探鉱面積の





と）にしていた278。2004 年 4 月国務院は三社間の陸上・海上の開発生産分野の相互の開放
を命じたため、以上のような地域独占はなくなったのである279。 
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と）と言われている283。この問題を解決するため、2009 年 12 月 31 日国土資源部は「国土
資源部は探鉱権の管理に関する問題を一層規範化するための通知」という通達を出した。
同通知は探鉱権の有効期間について次のように制限を掛け、探鉱権の退出制度を設けた284。






おいて一回延長することができる」285。また、「中華人民共和国行政許可法」286第 12 条 2
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より、同様な規定は炭層ガスの場合に準用する。これは、「鉱産資源法」第 4 条第 2 項にお
いて、「国有鉱山企業は鉱産資源採掘の主体である」と規定されているからである。二つ目
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類において総投資額が 1 億ドル以上の「推奨類」のプロジェクトと総投資額が 5000 万ドル
以上の「制限類」のプロジェクトは国家発展改革委員会の核准の必要があり、そして総投
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改革委員会の前身である国家発展計画委員会である。2003 年 3 月の中央政府機関組織改革
において構成された国家発展改革委員会が国家発展計画委員会の権限を継承したため、そ
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現在執行されている陸上天然ガスの出荷価格は、2010 年 5 月 31 日に改定され同年 6 月 1
日から執行された価格である306。同改定（以下「2010 年 5 月改定」ともいう）は 2007 年


















て低すぎることによって資源の浪費、供給と需要の緊張化をもたらしたことを 2010 年 5 月
改定の平均 230 元/千立方メートルの価格引上げの理由とされた313が、それでも国産天然ガ
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の全国総延長は 3.8 万千メートルである320。「中石油」の 2009 年年報により、2009 年まで
「中石油」が建設し所有する幹線パイプラインは約 2.86 万千メートルで、全体の 90%を占
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6722 キロメートルに達する333。年間最大設計輸送能力は、建設当初の 120 億立方メートル
から 2009 年までに 170 億立方メートルに増強された334。「西気東輸二線」は、新疆のコル
ガスを始点とし、東は上海、南は沿岸部南部広東省の広州に達し、中国で建設し始めてい
る初めての国外ガスを輸入しかつ大容量で長距離パイプラインである335。主幹線パイプラ




イン総延長は 910 キロメートル337、年間最大設計輸送能力は 33 億立方メートルである338。
「陝京二線」は「陝京一線」と同じ、陝西省の靖辺を起点とし、北京市内を終点とし、幹
線総延長は 935.4 キロメートルで339、年間最大設計輸送能力は「西気東輸一線」と同じく、
建設当初の 120 億立方メートルから 170 億立方メートルに増強された340。「陝京三線」は、
陝西省の靖辺より少し北の方の楡林を起点とし、北京市が所在する河北省の永清を終点と
し、幹線パイプライン総延長は 820 キロメートルで、年間最大設計輸送能力は 150 億立方
メートルで、「西気東輸二線」輸送能力の半分である341。「忠武線」は重慶市の忠県を始点
とし、湖北省の武漢を終点とし、主幹線は 760 キロメートルで、支幹線を入れると、幹線
パイプライン総延長は 1360 キロメートルで、年間最大設計輸送能力は 30 億立方メートル
で、「陝京一線」と同じぐらいの輸送能力である342。「澀寧蘭一線」は、青海省の澀北を起
点とし、同省の西寧を経由し、甘粛省の蘭州を終点とし、幹線パイプライン総延長は 953
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総延長は 1498 キロメートルで345、年間最大設計輸送能力は 90 億立方メートルである346。
「淮武線」は「西気東輸一線」と「忠武線」の連絡線で、南は武漢から、北は河南省の淮
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情報、2010 年 10 月 21 日） 
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当の差がある。例えば、2009 年時点で、米国の幹線パイプラインは約 50 万千メートル352、
欧州の幹線パイプラインは約 15.6 万千メートル353であるのに対して、中国は前述したよう
にまだ 3.8 万千メートルである。 
貯蔵分野においては、2009 年末まで、建設された地下貯蔵タンクは 6 個があり、建設中
は 5 個があり、すべては「中石油」の投資であり、「中石化」、「中海油」は建設の前期準備
をしいるものの、具体的なプロジェクトはまだ確定しておらず、その他の資本の参入はま
だない354。その建設された 6 個とは、大張坨、板 876、板中北、板中南、板 808 と板 828
という大港貯蔵タンクであり、「陝京線」のガス供給を調整するために建設されたもので、
貯蔵能力は 69.6 億立方メートルで、稼働能力は 30.3 億立方メートルであり、その建設中の
5 個とは、金壇、劉荘、永 22、京 58 と京 51 で、貯蔵能力は 29.4 億立方メートルで、稼働
能力は 15.1 億立方メートルである355。2009 年、全部のガス貯蔵量は消費量における割合











となっていない。そして、「企業投資プロジェクト核准暫定方法」359 第 2 条 2 項により、
国務院の投資主管部門は国家発展改革委員会となっている。また、「外商投資プロジェクト
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類において総投資額が 1 億ドル以上の「推奨類」のプロジェクトと総投資額が 5000 万ドル
以上の「制限類」のプロジェクトは国家発展改革委員会の核准の必要があり、そして総投


















国有企業は独占傾向が強く、民間資本の参加を認めなかった365。2010 年 8 月、「中石油」
は、政府と世論の圧力の下で、一部プロジェクトにおいて民間資本の参加を誘致していた
                                                  
360 「外商投资项目核准暂行管理办法(国家发改委第 22 号令)」（2004 年 10 月 9 日より施行） 
http://www.jxdpc.gov.cn/zcfagui/bwzcfb/20051222/105411.htm 
361 「外商投资产业指导目录（2007 年修订）」（発展開発委員会・商務部省令第 57 号、2007
年改正同年 12 月 1 日より施行） 
http://www.sdpc.gov.cn/zcfb/zcfbl/2007ling/t20071107_171058.htm 
362 「国家计委副主任张国宝在“西气东输工程新闻发布会”上的讲话」（国家発展改革委員
会、2002 年 2 月 5 日） 
http://www.ndrc.gov.cn/xwfb/t20050708_28162.htm 
363 「中石油态度强硬 “西气东输”合资谈判破裂」（新浪網、2004 年 8 月 7 日） 
http://finance.sina.com.cn/b/20040807/1049932465.shtml 
「中石油 50 亿独撑“忠武线”」（新華網、2002 年 9 月 20 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2002-09/20/content_568395.htm 
364 「国务院关于鼓励和引导民间投资健康发展的若干意见」（国務院法規国发〔2010〕13 号、
2010 年 5 月 7 日） 
http://www.gov.cn/zwgk/2010-05/13/content_1605218.htm 





















                                                  
366 「中石油携百余项目欲吸引浙江民间资本引发疑虑」（新浪網、2010 年 9 月 15 日） 
http://news.sina.com.cn/c/sd/2010-09-15/161621108512.shtml 
367 「中华人民共和国价格法」（1997 年 12 月 29 日全人代常務委員会通過、1998 年 5 月 1
日より施行） 
http://www.gov.cn/ziliao/flfg/2005-09/12/content_31188.htm 
368 「国家计委和国务院有关部门定价目录」（国家発展計画委員会省令 2001 年第 11 号、2001
年 8 月 1 日より施行）」 
http://wjj.nc.gov.cn/default.aspx?newsid=350 
369 王国樑主編『天然気定価研究与実践』（石油工業出版社、2007 年）242 页。 








373 同前掲注、周志斌ほか、213 页。 









行され、その後大きくいうと 1991 年改正、1997 年改定を経て377、現在執行されているの
が、2010 年 4 月 15 日に改定され同年 4 月 25 日から執行された価格である378。2010 年 4
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the market）ではなく、市場を求める競争（competition for the market）が実現されたの
である。この方式を Franchise Bidding 方式387、あるいは「免許入札制」という388。この
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「免許入札制」には実は長い歴史がある。1859 年にイギリスの Chadwick が当時のフラン
スの水道事業等で実施されていた免許入札制を研究して、ビクトリア社会改革の一環とし
て規制産業にこの制度を導入することを提唱して、理論的にも政策的にも検討がし始めた
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第 3 節 更なる自由化に関する代表的な意見 
 （１）ガス供給の不足をきっかけに中国能源網首席情報官韓暁平の意見 
2009 年 11 月に入って、武漢、重慶、西安、南京、杭州等多くの都市において、冬季の
天然ガス供給が厳重不足となり、大きな混乱を引き起こした401。その原因について、いろ
いろな意見があったが402、その深層にある原因は価格形成のメカニズムと独占の問題であ
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403 「专家称解决“气荒”需理顺价格机制 破除垄断」（中国経済網、2009 年 11 月 26 日） 
http://www.ce.cn/cysc/ny/trq/200911/26/t20091126_19933057.shtml 
404 韩晓平「中国天然气市场，该是引入鲶鱼的时候了」城市燃气 2010 年第 3 期 34 页。 





































2009 年 12 月中旬、国家エネルギー局石油天然ガス司が、中国都市ガス協会と中国能源
網研究センターに「我が国天然ガス産業の秩序のある発展を促進するための関連政策研究
――天然ガスインフラ建設と運営管理の立法工作に対する建議――」という研究課題を与
えた409。各方面の意見を聴取するため、2010 年 3 月 8 日に、最初に完成された草稿の検討





                                                  
408 「专家：天然气缓慢进程归结于垄断 呼吁打破垄断」（中国能源網、2010 年 4 月 23 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=93574 
409 「“促进我国天然气产业有序发展相关政策研究”课题初稿讨论会会议纪要」城市燃气 2010
年第 4 期 41 页。 
410 同前掲注。 










































年 4 月）。 
415 世界银行等『中国：天然气长距离运输与城市配气的监管框架』（石油工业出版社、2004
年 1 月）。 
416 国家发展和改革委员会经济体制与管理研究所等『中国石油天然气行业监管体系研究』（石


















































418 同前掲注、39-43 页。 
419 同前掲注、48 页。 
420 同前掲注、49-50 页。 
421 同前掲注、50-51 页。 
422 世界银行东亚和太平洋地区基础设施局/国务院发展研究中心产业经济研究部『机不可失：
中国能源可持续发展』（中国发展出版社、2007 年 3 月）8 页。 





第 4 章 不可欠施設の開放と分離に関する規制の現状 
第 1 節 事業法において 
  既述のように、中国において現在日本の「ガス事業法」というような法律がまだ存在
していない。現段階ではまだ「天然ガス法」あるいは「石油天然ガス法」という法律を制
定しょうとしているところである425。2010 年 10 月 1 日から執行された「中華人民共和国
石油天然ガスパイプライン保護法」426は、パイプラインの安全を保護するための法律で、
本稿でいう不可欠施設の開放と分離に関する規制と関連する規定はない。建設部が 1997 年




第 2 節 反壟断法において 
 反壟断法は、中国版の独占禁止法で、正式名は「中華人民共和国反壟断法」429（本稿で
は「反壟断法」と略称）という。2008 年 8 月 1 日より施行された同法において、不可欠施
















425 「国家能源局牵头重启石油天然气立法」（財華網、2009 年 5 月 21 日） 
http://caihuanet.com/zhuanlan/meiti/cbn/200905/t20090521_779048.shtml 
426 「中华人民共和国石油天然气管道保护法」（全人代常務委員会 2010 年 6 月 25 日通過、
2010 年 10 月 1 日より施行） 
http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=316910 
427 「城市燃气管理办法」（建设部令 2007 年第 62 号、1998 年 1 月 1 日から執行） 
http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=102208 
428 王明远「我国天然气输配管网经营准入制度研究」清华法学 2008 年第 6 期 142 页。 








えられる。その四か所とは、一、「総則」部分の第 6 条禁止規定、二、同部分の 7 条禁止規
定、三、第三章「市場支配的地位の濫用」の第 17 条の 1 項の 1 号、3 号と 7 号禁止規定、
四、第七章「法律責任」の第 47 条の罰則規定である。各条文の規定は以下のようである。 


























法執行機関が違法行為の停止を命じ、違法所得を没収し、かつ前年度の売上高の 100 分の 1
以上 100 分の 10 以下の罰金に処する。」 
以下において、立法解釈と学説の両方から、上記の条文が不可欠施設の開放と分離の規
                                                  




































                                                  
431 全国人大常委会法制工作委员会经济法室编『中华人民共和国反垄断法条文说明、立法理





































                                                  
433 同前掲注、22 页。 
434 同前掲注。 












第 6 条はすべての企業を規制の対象とする438のに対して、第 7 条は、明らかに、国有企
業、かつ特定な産業における国有企業を規制の対象としている。したがって、不可欠施設
を持つ国有天然ガス事業者は、第 6 条の適用対象となると同時に、第 7 条の適用対象とも
なるということができる。いうまでもなく、下流の都市ガス分野における国有企業以外の
事業者は市場の支配的地位を濫用した場合第 7 条ではなく、第 6 条の対象となる。 
そして、第 17 条の 1 項 1 号、3 号、7 号について。 
















                                                  
436 同前掲注、全国人大常委会法制工作委员会经济法室编 34 页。 
437 同前掲注。 
438 王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 1 月）41－43
页。 



























支配的地位の濫用規制をさらに明確にするため、2009 年 4 月 27 日と 2010 年 5 月 25 日二
度に渡って前記規定の意見募集稿を公表し、意見募集を行い444、そして、前記のように、
2011 年 1 月 7 日に前記規定を正式に公表した。同規定第四条において、前記 3 号に該当す
る行為について次のような具体例を挙げている。 
                                                  
441 同前掲注、102 页。 
442 商务部条法司编/尚明主编『《中华人民共和国反垄断法》理解与适用』（法律出版社、2007
年 10 月）118-119 页。 
443 国家工商总局反垄断与反不正当竞争执法局「工商行政管理机关禁止滥用市场支配地位行
为的规定」（2011 年 2 月 1 日より施行） 
http://www.saic.gov.cn/fldyfbzdjz/zcfg/zcfg/201101/t20110107_103379.html 
444 「《工商行政管理机关禁止滥用市场支配地位行为的规定（征求意见稿）》 对原《征求意




















拒絶する行為は、前記 3 号の取引拒絶に該当することとなる。 
以上を要するに、第 6 条、7 条、第 17 条 1 項の 1 号、3 号、7 号は不可欠施設を濫用し
た事業者に対し規制可能なことが確認できると考えている445。 
最後に、第 47 条について。 
第 47 条は、前記のように、「事業者が本法の規定に違反し、市場の支配的地位を濫用し
た場合、反壟断法執行機関が違法行為の停止を命じ、違法所得を没収し、かつ前年度の売













                                                  
445 同様な見解として、王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008
年 1 月）49 页。 
446 同前掲注、254 页。 
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第 5 章 規制の課題 































                                                  
447 「中华人民共和国能源法(征求意见稿)」（2007 年 12 月 4 日公表）  
http://www.law-lib.com/fzdt/newshtml/20/20071204085749.htm 
448 王明远「我国天然气输配管网经营准入制度研究」清华法学 2008 年第 6 期 145 页。 
何晓明/李晓东「试论我国天然气管网运营的政府监管体系和法律法规建设」国际石油经济

















の開放を拒絶する場合、当該行為は、反壟断法 6 条もしくは 7 条、又は 17 条 1 項の 1 号、














                                                  
449 王晓晔著『王晓晔论反垄断法』（社会科学文献出版社、2010 年 5 月）202-205 页； 




王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 1 月）46-49 页； 
商务部条法司编/尚明主编『《中华人民共和国反垄断法》理解与适用』（法律出版社、2007 年
10 月）118-120 页。 






























                                                  
451 王晓晔著『王晓晔论反垄断法』（社会科学文献出版社、2010 年 5 月）202-204 页。 
452 王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 1 月）49 页； 
同前掲注、时建中主编、219 页。 
453 国家工商总局反垄断与反不正当竞争执法局「工商行政管理机关禁止滥用市场支配地位行
为的规定」（2011 年 2 月 1 日より施行） 
http://www.saic.gov.cn/fldyfbzdjz/zcfg/zcfg/201101/t20110107_103379.html 
454 「《工商行政管理机关禁止滥用市场支配地位行为的规定（征求意见稿）》 对原《征求意







































                                                  
455 国家发展和改革委员会经济体制与管理研究所等『中国石油天然气行业监管体系研究』（石
油工业出版社、2007 年 11 月）43 页。 


































けられ、1949 年から 2004 年までを「起動期」、2005 年から 2030 年までを「発展期」、2031
                                                  
457 王明远「我国天然气输配管网经营准入制度研究」清华法学 2008 年第 6 期 146 页。 
458 同前掲注。 
































                                                  
460 吴音等「浅谈我国天然气工业的协调发展」石油规划设计第 17 卷第 2 期 2006 年 3 月 1
页。 
张祁「美国天然气行业发展的经验及启示」国际石油经济 2009 年第 6 期 25 页。 
刘小丽「中国天然气市场发展现状与特点」天然气工业 2010 年第 7 期 2 页。 
461 同前掲注、何晓明/李晓东、12 頁。 
462 同前掲注、吴音等、4 页。 
463 王志强「 “独立管道公司”萌动」中国投資 2007 年 12 月 57 页。 
464 陈守海「我国油气工业上游准入政策研究」商场现代化 2008 年 4 月（上旬刊）351 页。 



































第 6 章 日本天然ガス事業の概観 
第 1 節 天然ガス事業の政策位置付け 
天然ガス事業の政策位置付けは、「エネルギー基本計画」466から確認することができる。
                                                  





ー政策基本法」467第 12 条第 1 項に基づき政府が策定するものである。最初に策定されたの
が 2003 年 10 月であるが、前記同法同条 5 項により、「政府は、エネルギーをめぐる情勢の
変化を勘案し、及びエネルギーに関する施策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも三
年ごとに、エネルギー基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更
しなければならない。」と定められているため、2010 年 6 月に 2 回目の改定が行われた468。
したがって、2010 年 6 月 18 日の閣議決定469で成立した同改定は 2010 年 12 月現在では最
新のものである。 
2011 年 3 月 11 日東日本大震災による原発事故を受けて、現行エネルギー基本計画の 3
回目の見直しが検討されているところである。新しい基本計画を策定するための意見を聴




で電源構成に占める原子力の比率を 10 年現在の 29%から 23%に引き下げる一方、天然ガ
ス火力を 29%から 33%へと拡大させる案が政府部内で議論されているという。現行計画の




現行基本計画の第 2 章（2030 年に目指すべき姿と政策の方向性）第 2 節（エネルギー源
のベストミックスの確保）の 2（化石燃料）の（2）（天然ガス）の部分において、天然ガス
について、「（2）天然ガス 化石燃料の中で最も CO2 排出が少なく、世界に比較的広く分
散して賦存し、シェールガスなど新規供給源も立ち上がってきていることを踏まえると、
                                                  
467 「エネルギー政策基本法」（平成 14（2002）年 6 月 14 日法律第 71 号）
http://hourei.hounavi.jp/hourei/H14/H14HO071.php 
468 「新たなエネルギー基本計画の策定について」（経済産業省、平成 22（2010）年 6 月
18 日）http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004657/energy.html 


















2010 年 6 月の基本計画の改定の背景については、3 点475を重視したと同計画において説








                                                  
473 「エネルギー基本計画」（2010 年 6 月 18 日閣議決定）11 頁。 
474 天然ガスが「低炭素社会の早期実現に向けて重要なエネルギー源である」という位置付
けについては、資料により、エネルギー基本計画案の作成 を担当する経済産業省が 2010
年 3 月に発表した前記最新計画の 1 次案において、天然ガスを「ブリッジエネルギー」と
表現し、低炭素社会が実現するまでの「つなぎのエネルギー」と位置付けていたが、2 次案
においてその表現がなくなって、その理由は、「シェールガス」をはじめとした非在来型天











を 1990 年比 25%削減する』という中期目標を見据え、『低コストでスピーディーに CO2
削減が可能なエネルギー』として天然ガスの価値が改めて評価されたことも大きな要因だ。」
とされている（エネルギー業界人「国を挙げて『天然ガス新時代』に対応を」エネルギー







2010 年 7 月号 70 頁）。 
475 「エネルギー基本計画」（2010 年 6 月 18 日閣議決定）2-3 頁。 
86 
 
約束期間が開始された。また、2009 年 9 月の国連気候変動首脳会合において、日本は、す
べての主要国による公平かつ実効性ある国際的枠組みの構築及び意欲的な目標の合意を前



















の加算の占める割合、現状約 38%）を約 70%とする。 
2、電源構成に占めるゼロ・エミッション電源（原子力及び再生可能エネルギー由来）の







                                                  
476 同基本方針は「成長戦略策定会議」で「肉付け」された後、「新成長戦略」として、「エ
ネルギー基本計画」と同じ日に、2010 年 6 月 18 日の閣議決定で公表されている。
http://www.kantei.go.jp/jp/sinseichousenryaku/ 
「新成長戦略 ～「元気な日本」復活のシナリオ～」（平成 22（2010）年 6 月 18 日 閣議決
定）http://www.kantei.go.jp/jp/sinseichousenryaku/sinseichou01.pdf 




産業部門における天然ガスの燃料転換・高度利用という 3 点である。 
基本計画において明記された前記の取組をさらに具体化するため、2010 年 7 月に経済産
業省において設置された「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会」479にお
いて現在具体的な検討が進められている。同検討会は、2009 年 11 月に設置された経済産
業省内部のプロジェクトチーム「次世代エネルギー・社会システム協議会」の下に置かれ
た「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する研究会」を発展的に改組したものであ
る480。2010 年 12 月段階では既に 2 回の検討が行われた。また、前記②と③の取組に対し





て上流開発を推進するような取組を図る。」 とされている（同前掲注、16 頁）。 
それから、同章第 2 節（自立的かつ環境調和的なエネルギー供給構造の実現）の 1（再生
可能エネルギーの導入拡大）の（2）（具体的な取り組み）の（ウ）（バイオガスの利用拡大）
において、「エネルギー供給構造高度化法を活用したガス事業者へのバイオガス利用目標を







プラインの相互連結の促進等を図る。」 とされている（同前掲注、38 頁）。 
最後に、同章第 3 節（低炭素型成長を可能とするエネルギー需要構造の実現）の 2（個別
の対策）の（7）（天然ガス利用の促進（主に産業部門対策））の①（目指すべき姿）におい
て、「石油・石炭系のボイラー及び工業炉について天然ガスへの燃料転換を促進する。これ
により、2020 年までに燃料消費に占めるガス比率（現状約 10%）の 5 割以上の増加、2030 
年までに燃料消費に占めるガス比率の倍増を目指す。また、天然ガスコージェネレーショ
ンの導入促進を図り、2020 年までに現状から 5 割以上の増加（計 800 万 kW）、2030 年








ス供給網の拡大、連携強化を目指す。」 とされている（同前掲注、46 頁）。 
479 「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会」（経済産業省、2010 年 7 月設
置）http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/k_9.html#meti0004587 
480 ガス市場整備課「『低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会』の設置につ








れとは、総合資源エネルギー調査会「都市熱エネルギー部会」482が 2009 年 7 月 15 日に公
表した「低炭素社会におけるガス事業のあり方について」という政策提言483である。同提























                                                  
481 「ガスのインフラ整備に関するワーキンググループ」と「天然ガスの燃料転換・高度利



















③ 産業部門における天然ガスの高度利用（省エネ・省 CO2） 
④ 再生可能エネルギー等の導入」484。 
 










れている国産天然ガスの供給量は LNG に換算すると 271 万トンで、全体の 3.6%に過ぎな




                                                  




2008 年の年間生産量は約 37 億立方メートルで、その内、新潟県は 71.6%、千葉県は 12.5%、
秋田県は 0.8%、その他は 15.1%をそれぞれ占めている。 
486 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第二部
171-172 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 









明する自由化の対象である）は、全体の 29 社 245 件の内、国産ガス事業者による参入は 3









それ以来、LNG の輸入量は年々増加しており、2008 年度では世界の LNG 輸入量の約 40%
を占めており、日本は世界最大の LNG 輸入国である493。日本国内一次エネルギー供給にお








年 3 月）211 頁。 
490 資源エネルギー庁電力・ガス事業部「我が国のガス事業を巡る最近の動向」（2010 年 7
月 28 日）29 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100728a07j.pdf 
491 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ
ルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）212 頁。 
492 井手秀樹ほか「さらなるガス産業改革の方向と課題」植草益編『日本の産業システム① 
エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）261 頁。 
493 「日本の LNG（液化天然ガス）輸入状況」（財団法人天然ガス導入促進センター）
http://www.naturalgas.jp/antei/LNGimp.html 
494 「総合資源エネルギー調査会総合部会基本計画委員会（第 1 回会合）-配付資料」（2010
年 2 月 9 日）：資料 3 「昨今のエネルギー政策を巡る情勢と我が国の課題について」の資料













規模の小さな LNG 基地を単独で建設し所有するようになってきた499。2009 年度 LNG の
輸入業者は 18 社があり500、稼働中の LNG 受入基地は 27 箇所がある501。現在計画・建設




と 38%であり、2030 年まで前者を倍増させ後者を 70%に引き上げる計画である503。同計画
において、「天然ガスについては、世界に先じて LNG 事業に取り組んできた我が国企業の
『強み』を最大限活かしつつ、上流から下流までの LNG 事業関連企業が連携して上流開発
                                                  
496 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第二部
170-172 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
497 井手秀樹ほか「さらなるガス産業改革の方向と課題」植草益編『日本の産業システム① 
エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）260 頁。 
498 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第二部
172 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
499 井手秀樹ほか「さらなるガス産業改革の方向と課題」植草益編『日本の産業システム① 
エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）278 頁。 
500 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会政策提言「低炭素社会におけるガス
事業のあり方について」（2009 年 7 月 15 日）
（http://www.meti.go.jp/report/data/g90715fj.html）：参考資料




501 「世界の LNG 液化基地・日本の LNG 受入基地」（財団法人天然ガス導入促進センター）
http://www.naturalgas.jp/antei/LNGbase.html 
502 「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、
2010 年 7 月 28 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html）：
資料 7 「世界の天然ガス・ガス事業の現状」（PDF）18 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html）。 














ープの 2006 年の調査結果により、2005 年度卸売市場の供給事業者は全部 29 社があって、
その内天然ガスを自己調達できる卸売供給事業者が 26 社（その内、LNG 輸入事業者 16 社
506、国産天然ガス事業者 11 社507）、その他の卸売供給事業者が 3 社508であった509。また、
2007 年の総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会の調査に
より、2006 年度自社又は導管、ローリー、貨車、内航船によって天然ガス（LNG）を調達




                                                  
504 同前掲注、16 頁。 
505 「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、
2010 年 7 月 28 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html）：
資料 7 「世界の天然ガス・ガス事業の現状」（PDF）33 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html）。 
506 そのうち、都市ガス会社 8 社（東京、大阪、東邦、西部、静岡、広島、仙台、日本）、












ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
























のの、4 割以上（42.2％）の者は連結されなく、特に需要家数 5 千個以下の中小ガス事業者
の中、7 割以上（72.3％）の者がローリー等から LNG を受け入れ、サテライト供給を実施
                                                  
511 藤原淳一郎『エネルギー法研究―政府規制の法と政策を中心に―』（日本評論社、2010
年 3 月）211 頁。 
512 平成 15（2003）年ガス事業法改正によって、一般ガス事業者と卸供給事業者による卸
供給に対する届出制が改正前に成立した供給契約に対し 3 年間の経過措置（平成 19（2008）
年 3 月 31 日まで）付で廃止された。同前掲注、総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギ
ー部会（第８回）-配付資料」（資源エネルギー庁、2008 年 4 月 25 日）
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：資料 3-4「 制度改革評価
小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」（PDF）31 頁）34 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
513 「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会・ガスのインフラ整備に関する






エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）279 頁。 
94 
 
している515。2006 年度時点では、一般ガス事業者の高圧導管敷設延長は 1,941 キロメート
ルで、ガス導管事業者の高圧導管敷設延長は 2,341 キロメートルである516。国土面積当り
の幹線パイプラインの延長距離を欧州と比べ、2010 年度の資料により、日本はスペインの
















                                                  
515 「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会・ガスのインフラ整備に関する






ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
資料 3-4「 制度改革評価小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」（PDF）28 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
517 「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会・ガスのインフラ整備に関する








い、平成 16 年 12 月）78 頁。 
520 井手秀樹ほか「さらなるガス産業改革の方向と課題」植草益編『日本の産業システム① 











が大きいと指摘されている。2008 年 3 月時点で都市ガス事業とも言われる一般ガス事業者
は 212 社、需要者件数は約 2,838 万件、2008 年度のガス販売量は 326 億立方メートルであ
る521。別の資料により、一般ガス事業者のうち、大手 4 社（東京ガス、大阪ガス、東邦ガ
ス、西部ガス）の需要家数、売上高及び販売量は全体の約 7 割を占めており、資本金 1 億
円以下の中小事業者は約半分を占めており、1 社当たりの売上高を比較すると、大手 4 社の
平均は 6000 億円、資本金 1 億円未満の 92 社の中小企業者は平均約 10 億円である522。小







入による「ガス導管事業者」、「大口ガス事業者」は 29 社であって、全大口供給量の約 13.5%
の供給を提供している525。 
                                                  
521 これに対し、簡易ガス事業者と PL ガス販売事業者は、それぞれの事業者数が 1,601 社











ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）
資料 3-3 「制度改革評価小委員会報告書」（PDF）4 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 








り、拡大されてきた。最近の改正である 2006 年の第 4 次ガス事業法改正によって、2007






事業法 2 条 10 項は、「この法律において『ガス事業』とは、一般ガス事業、簡易ガス事業、
ガス導管事業及び大口ガス事業をいう。」と規定している。したがって、この四つの事業形





であって、且つ 3 条の規定による経済産業大臣の許可を受けたものである（2 項）。 
「簡易ガス事業」というのは、一般の需要に応じ、政令で定める簡易なガス発生設備に
おいてガスを発生させ、導管によりこれを供給する事業であって、一の団地内におけるガ
スの供給地点の数が 70 以上のものである（3 項）。 この事業に従事するものは「簡易ガス




                                                                                                                                                  









「ガス事業法施行規則」（昭和 45 年 10 月 9 日通商産業省令第 97 号）3 条（大口供給）。
http://hourei.hounavi.jp/hourei/S45/S45F03801000097.php 




















16 条と 17 条において規定されている。 
これに対して、参入の届出を必要とする「ガス導管事業」分野と「大口ガス事業」分野
は、原則として自由化の分野となっているが、「ガス導管事業」分野に参入するには、一般
ガス事業者による参入の場合、ガス事業法 22 条の 5 の第 4 項の基準、ガス導管事業者によ
る参入の場合、同法 37 条の 7 の 2 の第 4 項の基準を、そして、「大口ガス事業」分野に参
入するには、一般ガス事業者による参入の場合、同法 23 条第 3 項の基準、導管ガス事業者









                                                  
530 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：






















者」と「ガス導管事業者」である。2009 年度、一般ガス事業者数は 211 社で、ガス導管事
業者数は 18 社である532。同年度、小売輸送となった一般ガス事業者、ガス導管事業者と大






                                                  
531 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）96 頁。 
532 「ガス導管事業について」（経済産業省資源エネルギー庁） 
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/jiyuka/dokan/index.html 
「平成 21 年 4 月１日現在託送供給約款を制定している事業者の一覧」 
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/jiyuka/dokan/200904gyousya.pdf 
533 「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、
2010 年 7 月 28 日）http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html：
資料 6「 我が国のガス事業を巡る最近の動向」（資源エネルギー庁電力ガス事業部）（PDF）
23 頁（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100728a07j.pdf）。 













一般ガス事業者の場合、ガス事業法 22 条 1 項前段は、「一般ガス事業者は、託送供給に係
る料金その他の供給条件について、経済産業省令で定めるところにより、託送供給約款を
定め、経済産業省令で定めるところにより、経済産業大臣に届け出なければならない。」と
規定されている。この 22 条の規定は同法 37 条の 8 の規定によって、ガス導管事業者にも
準用されている。2009 年度 4 月時点で、「託送供給」約款を制定した一般ガス事業者数と
ガス導管事業者数はそれぞれ 74 社と 6 社がある537。2008 年度の小売託送（非自己小売輸




必要な「非対称規制」である。前記のガス事業法 22 条と 37 条の 8 において設けられた「託
送供給」義務規定も、競争を導入するため必要な特定事業者に課す「非対称規制」である。 
 
第 3 節 天然ガス事業自由化の経緯 
一、四次にわたるガス事業制度の自由化改革 
競争の導入あるいは市場の自由化を主な目的とする日本のガス事業制度改革は、ガス
                                                  
535 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ




「平成 21 年 4 月１日現在託送供給約款を制定している事業者の一覧」 
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/jiyuka/dokan/200904gyousya.pdf 
538 「都市熱エネルギー部会制度改革検討小委員会（第 2 回）・料金制度小委員会（第 7 回）
合同会議‐配付資料」（経済産業省、平成 22 年 12 月 3 日）
http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004538/007_haifu.html 




事業法の平成 6（1994）年改正をはじめ、その後おおむね 3 年毎に、主に次のような内容
で、合わせて 4 次の同法の改正によって行われてきた539。 



















                                                  
539 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部





房、2005 年 5 月）50 頁。 
541 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ




「ガス事業法施行規則」（昭和 45 年 10 月 9 日通商産業省令第 97 号）
http://hourei.hounavi.jp/hourei/S45/S45F03801000097.php 
 
544 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部




















次に、第 2 次の平成 11（1999）年改正（平成 11 年 3 月改正で同年 11 月施行）について。 
①、参入規制について 
自由化の範囲は、前記省令で、製造業全般、大規模商業施設等を対象に「年間契約ガス






                                                  
545 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ
ルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）224 頁。 
546 同前掲注。 
547 同前掲注、225-226 頁。 
548 同前掲注、227-228 頁。 
549 同前掲注、228-229 頁。 
550 同前掲注、226 頁。 
551 同前掲注。 
552 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部
304 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
553 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ






























                                                  
555 同前掲注、233 頁。 
556 同前掲注。 
557 同前掲注、232 頁。 
558 藤原淳一郎『エネルギー法研究―政府規制の法と政策を中心に―』（日本評論社、2010
年 3 月）214 頁。 
559 同前掲注、井手秀樹ほか 232 頁。 
560 「適正なガス取引についての指針」（平成 12 年 3 月作成、平成 16 年 8 月一部改正） 
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/rule/sonota/tekitori.pdf 
561 同前掲注、井手秀樹ほか 232 頁。 
562 同前掲注。 
563 同前掲注、238 頁。 










用量」が 50 万立方メートル以上の大口需要家まで拡大された569。 
②、価格規制について 
卸売先となる一般ガス事業者の原料調達先の多様化を可能になるため、料金等の供給条












最後に、第 4 次の平成 18（2006）年改正（翌年 4 月施行）において 
①、参入規制について 
                                                                                                                                                  
い、平成 16 年 12 月）197 頁。 
566 同前掲注、藤原淳一郎、214-215 頁。 
567 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ
ルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）239 頁。 
568 同前掲注。 
569 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部
304 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
570 同前掲注、井手秀樹ほか 238 頁。 
総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネルギー庁、
2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：資料 3-4
「 制度改革評価小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」（PDF）31 頁）34 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
571 同前掲注、井手秀樹ほか 239 頁。 
572 同前掲注。 
573 同前掲注。 














今後のガス事業制度改革のあり方を検討するため、2007 年 11 月 9 日資源エネルギー調
査会都市熱エネルギー部会の下で「制度改革評価小委員会」が設置され578、前記の四次に






「ガス事業における自由化開始（平成 7 年度）以降のガス販売量の推移を見ると、平成 7
年度から平成 18 年度の約 10 年間で約 1.6 倍に増加しており、ガス販売量は全体として順
調に増加してきている。部門別のガス販売量の推移を見ると、家庭用を含む小口需要はほ
ぼ横ばいで推移している一方、工業用を中心とした大口需要は平成 7 年度から平成 18 年度
                                                  
575 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部



































「内々価格差については、全国ベースで見ると平成 18 年 8 月時点で約 2.8 倍（全事業者







「内外価格差については、日本を 1 とした場合の各国の指数として、自由化直前の平成 6
年時点と平成 18 年時点での比較において、家庭用で 0.21‐0.43 から 0.47‐0.92、産業用





                                                  
580 「報告書」（2008 年 4 月 25 日）3 頁。
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g80523a01j.pdf 
581 同前掲注、3 頁。 







のシェアは順調に増加してきている。（平成 7 年度から平成 18 年度までの期間において、
大口供給届出を行っている新規参入者数は 1 事業者から 28 事業者へ、全大口供給量に占め


















国の LNG 輸入量については、平成 7 年度では年間 4,381 万ｔであったところ、平成 12 年






他方で、世界的な LNG 需要増等を背景に、LNG 需給は今後厳しさを増していくおそれ
がある」588。 
                                                  








「一般ガス事業者による高圧導管敷設延長は、平成 7 年の 1,281ｋｍから、平成 18 年度
では 1,941ｋｍに増加している。また、ガス導管事業者による高圧導管敷設延長は、平成
16 年の 2,152ｋｍから平成 18 年度には 2,341ｋｍに増加している。LNG 基地については、






しているのは 165 事業者（平成 18 年度時点）であり、全一般ガス事業者の約 8 割を占めて
いる。このうち、複数の卸売事業者から天然ガス（LNG）を調達している一般ガス事業者
は 40 事業者となっており、天然ガスを調達している一般ガス事業者の 4 分の 1 近くにのぼ
っている。卸調達の手段としては、導管、ローリー、貨車、内航船が用いられている。 
導管による卸供給を受けている一般ガス事業者の調達元の数を見ると、複数の卸元から







「ガス市場への新規参入については、平成 19 年 3 月時点で 162 件の大口供給届出がなさ
れており、順調に進展してきている。平成 18 年度における新規参入者による大口供給量は
1,785 百万ｍ3、供給量のシェアは約 9.7% と順調に増加している591。 
大口供給届出件数における事業区分については、電気事業者の割合が最も多い（38%）。 
                                                  
589 同前掲注、6－7 頁。 
590 同前掲注、7 頁。 
591 新規参入の状況について、2010 年現在最新の資料により、平成 21 年度末時点で 29 事
業者 245 件が参入し、全大口供給量の約 13.5%を供給している。 
「都市熱エネルギー部会制度改革検討小委員会（第 2 回）・料金制度小委員会（第 7 回）合
同会議‐配付資料」（経済産業省、2010 年 12 月 3 日）
（http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004538/007_haifu.html 
）資料 4 「ガス事業政策の現状と課題」（PDF）10 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004538/007_04_00.pdf 
「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、










年 3 月時点で 34 事業者、124 件の届出）、このうち、他の一般ガス事業者の供給区域内へ














「過去 3 ヶ年（平成 16~18 年度）の託送供給の状況を見ると、取引件数については小売・
卸売託送供給の合計で平成 16 年度の 33 件から平成 18 年度には 55 件と増加しており、供
給量及び取引金額についても、小売・卸売託送供給合計では増加している。小売・卸売託
送供給の利用実績は、ガス導管事業者が過去 3 年間で 30~51 件となっているが、大口ガス
事業者の利用実績はない。 







                                                  
592 同前掲注、「報告書」（2008 年 4 月 25 日）7 頁。
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g80523a01j.pdf 
593 同前掲注、8 頁。 




「平成 19 年 4 月から自由化範囲となった 10 万~50 万ｍ3／年の大口供給において託送供
給を利用する場合に認められている「簡易な同時同量制度」は、平成 19 年 12 月末時点に
















ガス事業法第 22 条の 4（法第 37 条の 8）の規定により、一般ガス事業者及びガス導管事
業者に対する託送供給に伴う禁止行為等（情報の目的外利用の禁止及び差別的取扱いの禁
止）が定められている。行政においては、毎年、これら託送供給に伴う禁止行為等の遵守














596 同前掲注、「報告書」（2008 年 4 月 25 日）9 頁。 
597 同前掲注、11－12 頁。 




ガス事業者 7 事業者、ガス導管事業者 2 事業者では、当該計算書をホームページにて公表








定が行われている（19 年 10 月時点で 569 件）。一方で、料金改定を行っていない事業者は
25 事業者という状況となっている。 
一斉改定以降の料金改定（569 件）のうち、経営効率化による値下げは 118 件であり、




定」については、平成 19 年 10 月までに 296 件において効率化努力目標額の設定が行われ、















                                                  
599 同前掲注、13 頁。 
600 同前掲注。 




































                                                  
602 同前掲注、16 頁。 










現時点において、LNG 基地事業者 18 事業者（27 基地）のうち、自社のホームページ上、
LNG 基地の利用に関する要領等を開示している事業者は 14 事業者（23 基地）となってい












年 12 月現在既に 3 回の会合が行われた。例えば、第 1 回会合において、小売自由化の範囲
について、「小売自由化範囲の拡大の検討を進めるに当たっては、「今後のガス事業制度改




                                                  
















第 7 章 不可欠施設の開放・分離に関する規制の現状 





ガス導管事業者の導管の開放義務は、ガス事業法 37 条の 8 の規定により、一般ガス事業
者の導管の開放義務規定を準用するとされているため、以下において、一般ガス事業者の
規定について説明する。 











































「（9） 法第 22 条第 1 項ただし書の規定による託送供給約款制定不要の承認 














                                                  
610 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）78 頁。 
611 同前掲注、9 頁。 
612 「ガス事業法等に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等について」（経済産業大







第 2 項は、第 1 項本文の規定により届けられた託送供給約款を変更しようとする場合に
おいても、第 1 項本文の規定を準用する旨を定めたものである。 







「（10） 法第 22 条第 3 項ただし書の規定による特別供給条件の承認 


















                                                                                                                                                  
臣訓令、平成 12 年 9 月 28 日資第 8 号）の I の第 1 の 1 の（9）。
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/rule/index.html 
614 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）80 頁。 
615 「ガス事業法等に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等について」（経済産業省、










エネルギー部会制度改革評価小委員会 2008 年 4 月 25 日の報告書参考資料により、次のよ
うに具体的説明されている。 
[特定導管の要件]： 
「改正ガス事業法施行後（平成 16 年 4 月 1 日以降）に新規に供用開始される、ガス導管
事業の用に供される導管であって、次のいずれにも該当するものであること。 
イ 一般ガス事業者の供給区域外の地域に設置される部分が総延長の過半を占める導管 







管であれば、使用開始後 5 年間までは託送供給約款の作成・届出・公表義務が猶予される。 
②託送供給に係る事業報酬率の高めの設定 
自らが維持し、及び運用する全て又は一部の導管が特例対象となる導管であれば、全て
                                                  
616 「規制改革推進 3 か年計画(再改定)(平成 15 年 3 月 28 日閣議決定)フォローアップ結果」





平成 22（2010）年 10 月 12 日）
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_haifu.html 
「資料 5 ガスインフラ整備の現状と課題」16 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_05_00.pdf 
617 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-3 制度改革評価小委員会報告書」17 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 
618 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：

















前記制度改革評価小委員会の 2008 年 4 月 25 日の報告書により、報告書当時、ガス導管

















成 16 年 1 月）」31 頁。http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/toshinetsu/shosai.pdf 
621 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-3 制度改革評価小委員会報告書」17 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 
622 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：







 第 5 項は、一般ガス事業者は、届け出た託送供給約款を公表しなければならない旨を定
めたものである。 











 そして、22 条第 1 項、第 2 項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者、第 5
項の規定に違反して公表しなかった者は、第 59 条の規定により 30 万円以下の罰金に、第 3
項の規定に違反してガスを供給した者、第 4 項または第 6 項の命令に違反した者は、第 57
条の規定により 300 万円以下の罰金に、それぞれ処せられる。 









い。その会計分離の規制は同法 22 条の 3 において規定されている625。22 条の 3 は、次の
                                                  
623 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）80－81 頁。 
624 同前掲注、81 頁。 
625「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネルギ
ー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：



















から本規定が創設されたのである626。ガス導管事業者に関しても、37 条の 8 の規定により
同規定は準用されている。 
同条における「経済産業省令で定めるところ」というのは、「ガス事業託送供給収支計算
規則」627（平成 16 年経済産業省令第 102 号）において定められているものを指す。同規則
において、必要な会計書類の作成、算定の方法、公表の時期、公表の特例等について具体
的に定められている。例えば、同規則 9 条と 11 条のそれぞれにおいて、一般ガス事業者と
ガス導管事業者について、毎事業年度経過後、4 ヶ月以内に公表しなければならないとされ




そして同条第 1 項の規定に違反した者又は同条第 2 項の規定に違反して公表することを
怠り、若しくは不実の公表をした者は、第 60 条の 2 の規定により、百万円以下の過料に処
せられる。 
前記都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会の 2008 年 4 月 25 日の報告書により、
分離制度に基づき、一般ガス事業者 213 事業者、ガス導管事業者 16 事業者が託送収支計算
書を作成・公表しており、このうち、一般ガス事業者 7 事業者、ガス導管事業者 2 事業者
                                                  
626 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）87 頁。 










制と同様な観点から、同法 22 条の 4「託送供給に伴う禁止行為等」において、禁止規定が
設けられている。22 条の 4 は、次のように規定している。 
「（託送供給に伴う禁止行為等）  











に、前記第 22 条の 3 の規定と同様に、一般ガス事業者の託送供給の業務及びこれに関連す
る業務を行う部門に係る公平性・透明性確保の観点から、平成 15 年の法改正により創設さ
れた規定である629。第 2 項の規定による命令に違反した者は、第 57 条の規定により、三百
万円以下の罰金に処せられる。 




法 45 条の 2）及びフォローアップ調査等を実施しており、これらの禁止行為等については、
これまでの行政監査・フォローアップ調査の結果を見る限り、特に問題となるような行為
を行っている事業者は見られず、また、これまで、新規参入者等からの紛争等の申し出も
                                                  
628 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-3 制度改革評価小委員会報告書」11 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 
629 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ




以上の条文規定、22 条の 3 であれ、22 条の 4 であれ、いずれも本稿でいう「行為規制」
であって、法人分離、所有分離等の「構造規制」が含まれていないという点においては、
日本の分離規制の特徴であると考えられる。そして、本稿の自由化の二段階論に照らすと、
日本の自由化改革は「第 1 段階改革」であると考えられる。 
 










独禁法 2 条 5 項において定義規定、同法 3 条前段において禁止規定、それから同法 7 条
において排除措置命令の規定がそれぞれ設けられている。各条文の内容は以下のようであ
る。 













                                                  
630 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-3 制度改革評価小委員会報告書」11 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 











7 条規定により、不可欠施設の開放を拒絶する行為は 3 条違反に該当する場合、公正取引
委員会は排除措置命令でその拒絶行為の差止めをすること、あるいは当該施設を開放すべ
きであることを命ずることができる。この点において恐らく異論はない。問題は、当該行






制はできなくなるのではないかという問題があるとされている632。平成 12 年 12 月 20 日の









学説においてなお異論のあるところである636。平成 21（2010）年 10 月 28 日に公表された
公取委の「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針」637の第 3 の 2 の（1）において、「競
                                                  
632 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年 10 月）593 頁。 
633 「平成 12 年度公正取引委員会年次報告」
http://www.jftc.go.jp/info/nenpou/h12/12top00001.html 
634 同前掲注、越知保見、593 頁。 
635 江口公典「私的独占の禁止に関する解釈論と立法論」土田和博・須網隆夫編著『政府規
制と経済法―規制改革時代の独禁法と事業法』（日本評論社、2006 年 12 月）224－225 頁。 
636 金井貴嗣ほか編『独占禁止法（第 3 版）』（弘文堂、2010 年 6 月）176－177 頁。 




争を実質的に制限する」の意義について引用されたのは、2009 年の NTT 東日本事件638東














あるものの、実質的な違いはない。そのほか、前記指針の第 3 の 2 の（2）の注 20 におい












                                                  
638 公取委平成 19 年 1 月 5 日審判審決、審決集 53 巻 776 頁、東京高裁平成 21 年 5 月 29
日判決、最高裁平成 21 年 12 月 17 日判決。 
639 東京高裁昭和 28 年 12 月 7 日判決。 
640 東京高裁昭和 26 年 9 月 19 日判決。 
641 同前掲注、金井貴嗣ほか編、27 頁。 
642 根岸哲編『注釈独占禁止法』（有斐閣、2009 年 12 月）85 頁。 
643 同前掲注。 
644 江口公典「私的独占の禁止に関する解釈論と立法論」土田和博・須網隆夫編著『政府規




規定導入の立法提案は平成 17 年の独禁法改正で見送られることとなった645。 
不可欠施設の開放と係る私的独占の判審決例は、前記電気通信分野における平成 12 年 12
月 20 日の公取委の NTT 東日本に対する警告事件と平成 21 年 12 月 17 日の NTT 東日本最


















年 6 月 1 日以降行った別紙 1 記載の行為は、被審人の光ファイバ設備に接続して戸建て住
宅向け FTTH サービスを提供しようとする事業者の事業活動を排除することにより、東日
本地区（別紙 2 記載の地域をいう。）における戸建て住宅向け FTTH サービスの取引分野に









るとの見方もあった。しかし、原判決も、本判決も、上記のように、上告人と A 社、B 社
間の競争自体が限定的である状態において新規参入を阻止することは統合型の『市場支配
                                                  


























独禁法 2 条 9 項において定義規定、同法 19 条において禁止規定、それから同法 20 条に
おいて排除措置命令の規定がそれぞれ設けられている。不可欠施設の開放を拒絶する行為
は、不公正な取引方法の中、「一般指定」6492 項の「その他の取引拒絶」、又は同指定 3 項の
「差別対価」と 4 項の「取引条件等の差別取扱い」等によって規制される。関連する条文
は以下のようである。 
2 条 9 項において、「この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれか
に該当する行為をいう。 
一 （省略） 
                                                  
646 泉水文雄「東日本電信電話の光ファイバ設備に関する私的独占事件最高裁判決」公正取
引 No. 726（2011. 4）号 80－81 頁。 
647 根岸哲編『注釈独占禁止法』（有斐閣、2009 年 12 月）363 頁。 
648 滝川敏明『日米 EU の独禁法と競争政策（第 4 版）』（青林書院、2010 年 4 月）266 頁。 
649 「不公正な取引方法」（昭和 57 年 6 月 18 日公正取引委員会告示第 15 号、平成 21 年 10

















































る場合、それぞれ 7 条 1 項規定と 20 条 1 項規定によって排除措置命令が出されるわけであ
る。7 条 1 項により、「第三条又は前条の規定に違反する行為があるときは、公正取引委員
会は、第八章第二節に規定する手続に従い、事業者に対し、当該行為の差止め、事業の一
部の譲渡その他これらの規定に違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることが














じられた事案はないとされている651。しかし、別の見解により、7 条 1 項では、「事業の一
部の譲渡」を命ずることができると規定しており、この規定の解釈をめぐっては、独占的





                                                  
650 根岸哲編『注釈独占禁止法』（有斐閣、2009 年 12 月）527 頁。 
651 同前掲注、137 頁。 


































                                                  
653 正田彬『全訂独占禁止法Ⅰ』（日本評論社、1980 年）540 頁。同前掲注、佐藤一雄ほか
編、343 頁。 
654 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年 10 月）1020 頁。 
655 川濱昇『ベーシック経済法－独占禁止法入門－（第 3 版）』（有斐閣、2010 年 4 月）159
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657 村上政博『独占禁止法（第 3 版）』（弘文堂、平成 22 年 3 月）71－73 頁。 
658 同前掲注 71－72 頁。 
659 同前掲注 72 頁。 
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662 同前掲注、土田和博 159 頁。 
663 村上政博『独占禁止法（第 3 版）』（弘文堂、平成 22 年 3 月）73 頁。 
664 同前掲注、越知保見、913 頁。 
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網隆夫編『政府規制と経済法―規制改革時代の独禁法と事業法―』（日本評論社、2006 年
12 月）161 頁。 











 LNG 基地事業者は、LNG 基地の第三者による利用に当たって、以下のような対応を採
ることが公正かつ有効な競争の観点から望ましい。 













































第 8 章 中国に与える示唆 













                                                  
667 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年 10 月）914－915 頁。 
668 岸井大太郎「公益事業の規制改革と独占禁止法－『領域特定規制』と独占禁止法・公正
取引委員会」『公益事業の規制改革と競争政策』54 頁以下（日本経済法学会年報 23 号、有
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土田和博・須網隆夫編『政府規制と経済法―規制改革時代の独禁法と事業法―』（日本評論
社、2006 年 12 月）159 頁に同引用がある。 











実上の取引拒絶」、あるいは「構成上の取引拒絶（constructive refusal to deal）」行為も、



























































強力に推進する公取委の姿勢が必要であるからである。前記 2008 年 4 月 25 日の都市熱エ
ネルギー部会制度改革評価小委員会の報告書の自由化が展開されて以来天然ガス販売量の
増加に対する評価は一つ有力な証拠である。繰り返しになるが、同報告は、「ガス事業にお
ける自由化開始（平成 7 年度）以降のガス販売量の推移を見ると、平成 7 年度から平成 18
































る」ことは、2003 年中国共産党第 16 回中央委員会第 3 次全体会議672において提出された
社会主義市場経済体制を整備するため673の重大な任務の一つであるとも指摘されている674。
                                                  
670 都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会「報告書」（2008 年 4 月 25 日）3 頁。
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g80523a01j.pdf 
671 王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 2 月）34 页。 
672 「中国共产党第十六届中央委员会第三次全体会议公报」（人民網、2003 年 10 月 14 日）
http://www.people.com.cn/GB/shizheng/1024/2133923.html 
673 「中共中央关于完善社会主义市场经济体制若干问题的决定(全文)」（人民網、2003 年 10
月 14 日）http://www.people.com.cn/GB/shizheng/1024/2145119.html 
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674 同前掲注、33 页。 
675 「胡锦涛在中国共产党第十七次全国代表大会上的报告（全文）」（人民網、2007 年 10 月
15 日）http://cpc.people.com.cn/GB/64162/64168/106155/106156/6430009.html 
676 全国人大常委会法制工作委员会经济法室编『中华人民共和国反垄断法条文说明、立法理
由及相关规定』（北京大学出版社、2007 年 9 月）14－15 页。 
677 同前掲注、34－35 页。 
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欧州の統計速報により、欧州 27 カ国 2009 年の一次エネルギー消費における天然ガスの
割合は 24.9%で、石油の 36.6％の次、第二位であり、その次は、石炭の 16.2％、原子力発




から 2009 年までの間、欧州全体のエネルギー消費量がわずか 2％増加した中、石炭の消費
は 41％減少したのに対して、天然ガスの消費は 41％増加した680。発電においても同様で、





期戦略においてそうである。まず、欧州委員会が 2010 年 11 月 10 日に発表したエネルギー
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http://epp.eurostat.ec.europa.eu/portal/page/portal/product_details/publication?p_produ
ct_code=KS-SF-10-043 





680 European Commission-Energy-Market Observatory-EU 27 info, “Key Figures”, June 
2011, p.12 
http://ec.europa.eu/energy/observatory/eu_27_info/doc/key_figures.pdf 
681 Ibid., p.19 
682 Ibid., p.6 
683 European Commission, “Energy 2020 - A Strategy for Competitive, Sustainable and 
Secure Energy”, Communication from the Commission to the European Parliament, the 
Council, the EEESC and the Committee of the Regions. Brussels, 10.11.2010, 













年 3 月 8 日に提出した欧州経済全般の長期戦略である「低炭素経済ロードマップ 2050」と
いう意見書において、次のように述べられている。「2050 年、EU 全体の一次エネルギー消








と輸入支出増加の問題である。この二つの問題について、EU 運営条約 194 条においても明
記され、現在欧州エネルギー政策の中心をなしている三本柱687である「安定供給」、「競争
力」と「持続可能」という三つの方針、また、すべて 2020 年までに、温暖化ガスの排出を
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686 European Commission, “A Roadmap for moving to a competitive low carbon economy 
in 2050”, Communication from the Commission to the European Parliament, the 
Council, the EEESC and the Committee of the Regions, Brussels, 8.3.2011, COM(2011) 
112 final, p.12 
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687 European Commission, “State of play in the EU energy policy”, Communication from 
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Committee of the Regions Commission, Staff Working Document, Accompanying 
document to “Energy 2020-A strategy for competitive, sustainable and secure energy”, 
Brussels, 10.11.2010, SEC(2010) 1346 final, p. 2 
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688 European Commission, Press Release, “Climate change: Commission welcomes final 





と、欧州のエネルギー輸入依存度は今日の欧州全体エネルギー消費の 50％から 2030 年に
65％に大きく上昇する。2030 年まで天然ガスの輸入依存度は 57％から 84％に、石油のそ










潜在的影響は大きいものである。例えば、2030 年に石油の価格が 1 バレル 100 ドルに上昇
すると、EU27 カ国のエネルギーの全体の輸入支出は約 1700 億ユーロ増加し、EU 市民に
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690 Ibid., p. 4 







転換は EU の燃料コストを毎年平均 1750 億から 3200 億まで減少することが可能である。」
692。 
「措置をとらなければ、2050 年に石油と天然ガスの輸入支出は今日の 2 倍となり、年間
4000 億ユーロないしそれ以上の違いであって、今日の GDP の 3％に相当する。」693。 









                                                                                                                                                  
SECURITY AND SOLIDARITY ACTION PLAN”, Communication from the Commission 
to the European Parliament, the Council, the EEESC and the Committee of the Regions 
Commission, Brussels, 13.11.2008, COM(2008) 781 final, p. 3 
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112 final, pp. 11, 12 
693 Ibid., p. 12 
694 2009 年 7 月、欧州連合と G8 の首脳は、2050 年まで 1990 年に比べて少なくとも 80%
の温暖化ガス排出の減少を実現することを宣言し、同年 10 月、欧州理事会は 2050 年まで
1990 年に比べて 80－95%の削減を欧州及びその他の先進国の適当な削減目標にした。 
European Climate Foundation, “Roadmap 2050, A practical guide to a prosperous, 
low-carbon Europe”, April 2010, p. 3 
http://roadmap2050.eu/attachments/files/Volume1_fullreport_PressPack.pdf 
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696 「ベースライン 2009」というのは、人口、経済の動向と 2009 年 4 月までに採用された
政策に基づくことを条件とするもので、「レファレンスシナリオ」というのは、2009 年 4
月以降 2009 年 12 月までの間に新たに採用された政策に基づき、かつ再生可能エネルギー
指令（Directive 2009/28/EC）と温暖化ガス割当決定（Decision 2009/406/EC）が設定した
目標の実現を条件とするものである。Ibid., pp. 9, 10 
697 Ibid., pp. 66, 124 
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若干減少することになるが、前記 2009 年の実際の 24.9％あるいは 24.6％の割合と比べる
と、大きな減少はない。ちなみに、大きな変化とされているのは、再生可能エネルギーの
2009 年の 9％からそれぞれのシナリオにおいて 14.5％と 17.4％に増加するという大幅な増
加である698。もう一つは、IEA の『世界エネルギー展望 2010』によるシナリオ計算である。
同書において「新政策シナリオ」（New Policies Scenario）、「現行政策シナリオ」（Current 
Policies Scenario）と「450 シナリオ」（450 Scenario）という三つのシナリオ699が設定さ
れ、それぞれ計算の結果、OECD 欧州の 2035 年の天然ガスの割合はそれぞれ 28％、29％
と 21％であるとされている700。OECD 欧州 2008 年の 25％実績701と比べると、前二者に多
少の増加、後者には多少の減少となるが、大きな変化はない。 




少が主な原因で、OECD 欧州の 2050 年に天然ガスに対する需要は 38％増加するとされ、
しかし、これは持続不可能なシナリオで、これに対して、持続可能なシナリオである「ブ
ルーマップシナリオ」により、2050 年に全体の需要は 2007 年より 16％減少すると同時に、
再生可能エネルギーは 2007 年より 4 倍になり、化石燃料の割合は 2007 年の 79％から 40％
に半減し、天然ガスの割合は約 10％となり、大幅な減少となるとされている703。もう一つ
                                                  
698 Ibid. 




る。「450 シナリオ」（450 Scenario）というのは、大気における温暖化ガスの濃度を CO2
換算で 450ppm 以下、地球温度 2℃までの増加を制限するという目標を達成するため、ほ
ぼ世界全体での化石燃料消費補助金の廃止を含めて、2020 年以降もっと強力な政策と最高
レベルの国家の約束の実施を前提とするものである。International Energy Agency, “World 
Energy Outlook 2010”, Tables for Scenario Projections, 9/11/2010, p. 59 
700 International Energy Agency, “World Energy Outlook 2010”, Tables for Scenario 
Projections, 9/11/2010, pp. 634, 635 
701 OECD 欧州と欧州連合はその対象が若干異なるが問題の判断に本質的な影響はないと
考えられる。IEA, “Energy Technology Perspectives 2010, Scenarios and Strategies to 
2050”, Apr. 2010, p. 298 
702 「ベースラインシナリオ」（Baseline Scenario）というのは、『世界エネルギー展望 2009』
において設定された 2030 年までのシナリオにしたがって、2050 年まで新しく採択される
エネルギーと気候に関する政策はないことを前提にするものであって、このシナリオによ




Technology Perspectives 2010, Scenarios and Strategies to 2050”, Apr. 2010, p. 67-72 


























2011 年 3 月 11 日日本東北地方で起きた大震災と大津波による福島原子力発電所事故が
もたらした影響は不確定要素として一つ有力な例である。欧州経済のエンジンであるドイ
ツはその事故の直後に運転 30 年以上の原子力発電所の運転を直ちに停止し、その後 5 月に
2022 年前にすべての原子力発電所を閉鎖すると発表した709。ドイツはそれまで温暖化ガス
                                                  
704 三つの「パスウエー」というのは、欧州が 2050 年まで 1990 年に比べ温暖化ガスの少
なくとも 80%の削減の実現を約束することを出発点とし、そこから逆予測して、発電分野
における再生可能エネルギーの割合をそれぞれ 40%、60%と 80%にする場合の三つのシナ
リオである。Supra note, European Climate Foundation, “Roadmap 2050, A practical 
guide to a prosperous, low-carbon Europe”, April 2010, pp. 24, 89 
705 Ibid., pp. 56, 83 
706 Floris van Foreest, “Does natural gas need a decarbonisation strategy?:The cases of 
the Netherlands and the UK”, The Oxford Institute for Energy Studies, May 2011, p. 26 
707 Ibid., pp. 26, 27 
708 Ibid., pp. 27, 28 









州委員会エネルギー担当のギュンター・エッティンガ （ーGünther Oettinger）委員が 2011

















BP 統計により、2010 年欧州 27 カ国全体の生産量は 1749 億立方メートル（157.4 石油
換算百万トン）で、2001 年の 2328 億立方メートル（209.6 石油換算百万トン（Mtoe））を





712 主としてシェールガスの開発による地下水汚染の問題である。European Energy 
Review, “France's 'green vote' kills shale gas - and targets nuclear power as well”, 21 
July 2011 
http://europeanenergyreview.eu/site/pagina.php?id=3154 
713 IEA, “WEO-2011 Special Report: Are we entering a golden age of gas?”, 6 June 2011 
http://www.iea.org/weo/docs/weo2011/WEO2011_GoldenAgeofGasReport.pdf 
714 Günther Oettinger, EU Commissioner for Energy, “An energy strategy for Europe: 






ピークに生産量は年平均 2.8%で減少し、2010 年の自給率は 35.5%（2010 年の総消費量は
4925 億立方メートル（443.3Mtoe））である715。欧州の統計により、主要な生産加盟国はオ
ランダとイギリスで、2009 年の生産量はそれぞれ 56.4 と 53.7Mtoe で、二カ国で欧州全体
の生産量の 71.9%を占め、その次はドイツの 11.1Mtoe、ルーマニアの 8.9Mtoe、デンマー
クの 7.5Mtoe とイタリアの 6.6Mtoe であるが、オランダとイギリスとの差が大きく、また
全く生産のない加盟国が 9 カ国もある716。特にイギリスは 2004 年以降生産量が大きく減少
した717。域内の生産量が減少した結果として、輸入あるいは対外依存度は増加することと
なる。欧州統計速報により、2009 年度の対外依存度は 2008 年度の 61.5%から 64.3%に増
加した718。前記「エネルギートレンド 2030」により、「ベースラインシナリオ」（Baseline 
Scenario）において、2010 年から 2020 年の間と 2020 年から 2030 年の間、天然ガスの生
産量はいずれも年間 3.8%で減少し、そして、純輸入量は年間それぞれ 1.8%と 0.4%で増加
し、また、「レファレンスシナリオ」(Reference Scenario)において、同期間の生産量はそ
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により、1997 年 1 月 1 日以降特定の地域において一つの企業に独占権を与えることは同条
を違反することとなる。 
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トである730。一つ目のルートには Brotherhood と Soyuz という二つのパイプラインがあり、
合計年間最大輸送能力は 1550 億立方メートルで、ロシアからの天然ガスの大部分はこのル
ートによって欧州に輸入され、このルートによる天然ガスはスロバキアを縦断する
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加盟の東欧 8 カ国において、ロシアの輸入に対する依存度は平均 77%である735。しかし、
ロシアからの輸入は、ベラルーシを通過するルートであれ、ウクライナを通過するルート
であれ、特にウクライナを通過するルートは、供給安定性の問題がある。よく知られてい
るのは、2009 年 1 月に発生したロシアとウクライナのガス紛争による供給危機である736。
この危機は同月 1 日から発生したもので、同日に供給量は通常供給量の三分の一が減少し、
5 日にさらに減少し、7 日からすべての供給が中断され、20 日に回復されるまで 2 週間に
渡って約 50 億立方メートルの天然ガスの供給が完全中断となり、かつこの中断は 20 年ぶ
りに最も天気の寒い時期に、西と中央ヨーロッパにおいて大変需要の高い時に行われたも
のであるとされる737。しかも、2009 年 1 月の危機は初めてのものではなく、ソ連が解体し
て以来、新しい天然ガスの輸送と供給の体制について具体的な合意が得られないため、供
給の危機は何度も発生した738。2004 年 1 月、ロシアがベラルーシ領域内にある欧州向けの
ガスパイプラインを支配することをしようとして、当時の国有企業であるベラルーシの
Beltransgaz が 50%の株式を Gazprom に譲渡すると提案したにもかかわらず、輸送価格に
ついて双方の合意が得られなかった結果、ベラルーシへのガス供給が中断され、これは必
然的に欧州への供給にも影響を及ぼした739。ロシアとウクライナとのトラブルはもっとひ
どいものであり、前記 2009 年 1 月のガス供給危機は、大きく 2006 年トラブル、2008 年ト
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2009 年 1 月の供給危機に対して、その供給危機直後の 2009 年欧州委員会の「第二次戦
略的エネルギーレビュー」741において、次のように述べられている。「2009 年 1 月のガス
供給の中断は EU を襲う史上最大のガス供給危機であり、EU 加盟国 20%のガス供給（30%
の輸入）が中断され、かつ欧州の多くの地域において寒い時期と重なって、これは EU 及
び一部の加盟国のガス中断に対する脆弱性を証明し、かつ一部の EU 加盟国に重大な経済
的影響をもたらした。1 月 6 日以降の供給中断において、EU の加盟国及びエネルギー共同











同レビューにおいて、今後について、「類似あるいは異なる原因で 2009 年 1 月のガス供
給危機の繰り返しは排除できない」748と指摘し、この危機から EU に対するいろいろな教
訓749が纏められ、その中の一つ大きな教訓として、次のように述べられている。「この危機
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不十分さ（Ibid., p. 11）、貯蔵タンク、幹線パイプライン、連係パイプライン等のインフラ
の欠如（Ibid., pp. 15-16）等である。 
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州へのパイプラインには 1970 年代に建設されたドイツへの Norpipe パイプライン、1990
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768。二つ目は Maghreb–Europe というパイプラインで、1990 年代に建設され、モロッコ
を経由し、スペインとポルトガルが主な供給先で、年間最大輸送能力は 120 億立方メート








そのほか、もう一つリビアから輸入する Greenstream という パイプラインがあり、2004
年から稼働するイタリアのシチリアまでのパイプラインで、年間最大輸送能力は 11 億立方
メートルである773。 
アフリカからの輸入にも安定供給の問題が懸念されている774。2010 年 12 月 18 日に始ま
ったチュニジアでの暴動による「ジャスミン革命」から、アラブ世界に波及した「アラブ
の春」というアラブ世界において発生した前例にない大規模反政府デモや抗議活動はリビ
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うに許認可のいる国もある。2009 年域外から純輸入量（LNG を含めて）大手 4 カ国（イ
タリア、ドイツ、フランス、スペイン、それぞれ 605.3 億立方メートル、594.4 億立方メー
トル、446.2 億立方メートルと 376.9 億立方メートル）778を例にすると、各参入規制は次の
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線変更の柔軟性により供給の安定性の向上にも貢献している。例えば、前記 2009 年 1 月ウ
クライナとロシアの紛争によるガス供給危機の時、ギリシャは LNG 輸入の増加により危機
を乗り切っただけでなく、近隣の諸国にも供給し彼らを助けた790。また、前記北アフリカ








しており、ポーランドの SwinoujscieLNG 輸入基地はその例であり、LNG 輸入は欧州にお
いて重要な役割を果たしており、今後輸入量も増加するとされている793。 
2009 年欧州 27 カ国の LNG による純輸入量は 615.7 億立方メートルで、そのうち、スペ
イン 281.8 億立方メートル、フランス 141.2 億立方メートル、イギリス 101.6 億立方メー
トル、ベルギー28.3 億立方メートル、イタリア 28.2 億立方メートル、ポルトガル 26.4 億
立方メートル、ギリシャ 8.2 億立方メートルである794。LNG が各国において果たす役割が
異なるが、当然それぞれの理由がある。例えば、スペインは国内の天然ガスの生産量が無
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市場評価ベンチマーク・レポートにより、データを提供した 21 カ国のうち、2009 年度大
手 3 社の市場シェアは、40%以下の加盟国がイギリスのみで、70%に近いのがスペインとド
イツで、その以外の 18 カ国は 90%に非常に近いかまたそれ以上である796。多くの加盟国は
既存事業者（incumbent）による独占、複占あるいは寡占の状況にある。最新の欧州統計に
より、2009 年各加盟国における市場シェアが 5%以上の生産事業者と輸入事業者
（incumbents）の欧州 27 カ国全体の数は 62 社があり、そのうち、同じく 7 社があるイギ
リスとドイツを除いて、1 社と 2 社による独占復占の加盟国はそれぞれ 9 カ国と 6 カ国で、
3 社と 4 社による寡占の加盟国はそれぞれ 2 カ国と 5 カ国である797。 
取引の形態は、イギリスを除いて、欧州大陸において主として長期契約である。イギリ
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（National Balancing Point、1994 年創設）798を形成しており、長期契約のほか、スポッ
ト取引も盛んである。IEA の推計ではイギリスで消費される天然ガスの 50%強がハブで取
引されており、取引は完全に自由で、市場は完全に開放されているとされている799。イギ
リスの典型的な長期契約の契約期間は最長 8 年から 12 年まであるのに対して、欧州大陸は
90%長期契約で、且つ契約期間は 20 年か 25 年かないし 30 年である800。本当に競争的な市
場はイギリスのみであると言われている801。欧州大陸において、主なハブとしては、ベル
ギーの ZEE（Zeebrugge Hub、2000 年創設、以下同）、オランダの TTF（Title Transfer 
Facility、2003 年）、ドイツの NCG（NetConnect Germany、2009 年）と GPL（Gaspool 
Balancing Services Hub、2009 年）、イタリアの PSV（Punto di Scambio Virtuale、2003
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（Central European Gas Hub、2005 年）である802。しかし、大陸にあるすべてのハブは
取引量と流動性においていずれもNBPと比べるものにはならない。まず取引量から見ると、
2010 年の毎日平均取引量は、大陸にある 1 番目 TTF、2 番目の NCG と 3 番目の ZEE は
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34.3 億立方メートル）で、大陸にあるハブの取引量はイギリスの十分の一もなく、また、
流動性を表す回転率803から見ると、同年の推測値として、前記三つの大陸にあるハブはそ
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社で市場シェアが 80%以上の加盟国は 9 カ国があり861、大手三社の市場シェアが 80%以上
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天然ガスが物（goods）に該当されたのは Commission v France 事件 (Case C-159/94, 
ECRⅠ-5815, 1997)である。 
886 Treaty on European Union, OJ C 224.1, 31 August 1992 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:1992:224:FULL:EN:PDF 
887 Amended proposal for a EUROPEAN PARLIAMENT AND COUNCIL DIRECTIVE 
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意が得られずその審議はいずれも進展せず行き詰まりとなったため、1994 年 11 月理事会
は電力自由化指令案の審議に集中しそれを先行させることにした888。第 1 次ガス指令案の
審議の再開は、その後の 1996 年 9 月となり889、その採択は、前記のように 1998 年 6 月 22
日となって、電力第 1 次自由化指令案が採択された 1996 年 12 月 19 日より約 1 年半の遅
れとなった。加盟国に与えた国内法制化期限は電力が 1999 年 2 月 19 日であるのに対して
ガスは同指令が官報に掲載された後 2 年の 2000 年 7 月 21 日であった。このように、ガス
分野の自由化は、電力分野もともに、前記単一欧州議定書（SEA）で定められた 1992 年ま














条 4 項）。 
小売分野において、供給業者から自由に選択できるあるいは供給業者を自由に選択でき
る自由化の対象である「適格ユーザー」（eligible customer）は、少なくともガス指令が発
                                                                                                                                                  
concerning common rules for the internal market in natural gas, COM/93/643FINAL, 
OJ C 123, 4.5.1994, pp. 26-47 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:1994:123:0026:0047:EN:P
DF 
888 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 8 
http://www.publications.parliament.uk/pa/ld200304/ldselect/ldeucom/105/10502.htm 
Supra note, Eugene D. Cross et al., p. 364 
889 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 9 
890 Ibid., para. 7 
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効した最初の 5 年間はすべてのガスタービン発電事業者とその他年間 25 万立方メートル以
上のユーザーで（18 条 2 項）、5 年後は 15 万立方メートル以上、さらに 10 年後は 5 万立
方メートル以上のユーザーである（同条 6 項）。各加盟国はガス指令が発効した最初の 5 年
間における自由化の範囲は全体消費量の 20%、5 年後 28%、さらに 10 年後 33%以上でな
ければならない（同条 3 項、4 項）。 
②施設の開放と価格規制 
 施設の開放は、交渉型と規制型という二つの選択肢がある。交渉型（15 条 1 項）を採
用するかそれとも規制型（16 条 1 項）を採用するかは各加盟国の決定事項である。価格規
制について、交渉型が採用される場合、事業者が主要な利用条件を公表しなければならな
い（15 条 2 項）。規制型が採用される場合、事業者が公表された利用料金その他の条件に従
わなければならない（16 条 2 項）。ただし、施設の利用能力に余剰がない場合、あるいは開
放により自分の公共サービス義務の遂行が妨げられる場合、あるいはテーク・オア・ペイ
契約を執行するため重大な経済と財務上の困難をもたらす場合、当該事業者は施設の開放




用の差別禁止規定（7 条 2 項、10 条 2 項）、施設利用情報の公開義務規定（7 条 3 項、10
条 3 項、15 条 2 項）もある。 
③分離規制 
差別、内部補助、競争の歪みを防止する視点から、垂直統合ガス事業者は、卸売輸送、







請することができる（25 条 1 項）。免除を与えた場合、欧州委員会に遅延なく報告しなけれ
ばならないし、欧州委員会が当該免除の修正又は撤回を要求することもでき（同条 2 項）、









それから、他の加盟国のガスシステムとの連係がなくかつ 75%以上のガス供給が 1 社に
依存する孤立市場（26 条 1 項）、新興市場（26 条 2 項）の場合、当該加盟国は施設の建設・
運営許認可と市場開放の規制を実施しないことを決定することができる。また、インフラ、
特に卸売輸送関連インフラの投資を奨励すべき特定新興地域の場合、前記免除を欧州委員







ばならないとされる（21 条 2 項）。 
 




として、欧州理事会は、2000 年 3 月リスボン会議で電力とガス分野の自由化を加速するこ
とを求めた892。これは、1998 年ガス指令の執行さえ始められていない時であったとも指摘
されている893。そして、欧州議会は同年 7 月 6 日の決議案において、欧州委員会にエネル
ギー市場自由化が達成する具体的な日程表の提出を求めた894。このような背景の下で、欧
                                                  
891 Ibid., para. 31 
892 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 10 
Directive 2003/55/EC of the European Parliament and of the Council of 26 June 2003 
concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P




893 Ian Cronshawiea et al., “DEVELOPMENT OF COMPETITIVE GAS TRADING IN 
CONTINENTAL EUROPE: How to achieve workable competition in European gas 
markets?” IEA INFORMATION PAPER, May 1998, p. 25 
http://www.iea.org/papers/2008/gas_trading.pdf 
894 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
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州委員会は 1998 年ガス指令の修正、即ち第 2 次ガス指令案の策定に着手した。 
今回は第 1 次と異なって、ガス指令案は電力指令案と一緒に審議されるので、後に続い
て制定された電力規則とガス規則と合わせて第 2 次自由化法令パッケージとも称されるわ






限は 2004 年 7 月 1 日までとされ、移行時間は第 1 次指令の半分程度であったとも指摘され
                                                                                                                                                  
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 10 
895 Supra note, Ian Cronshawiea et al., p. 25 
欧州委員会の最初の提案では、電力とガスを一つの指令に纏めることすらあったが、欧
州議会の反対で別々の指令にしたのである。 
Eugene D. Cross et al., “ EU Energy Law”, Martha M. Roggenkamp eds., Energy Law in 
Europe: National, EU and International Regulation(Second edition), Oxford, 2007, p. 
365 
896 Directive 2003/55/EC of the European Parliament and of the Council of 26 June 
2003 concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P
DFDirective 98/30/EC, OJ L 176, 15.7.2003, pp. 57-78 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P
DF 
897 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 10 
898 Peter D. Cameron ed., “Legal Aspects of EU Energy Regulation: Implementing the 
New Directives on Electricity and Gas Across Europe”, Oxford, 2005, p. 11 
Eugene D. Cross et al., “ EU Energy Law”, Martha M. Roggenkamp eds., Energy Law 
in Europe: National, EU and International Regulation(Second edition), Oxford, 2007, p. 
365 
UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, paras. 32-34 
899 Ibid., Peter D. Cameron ed., p. 11 
Directive 2003/55/EC of the European Parliament and of the Council of 26 June 2003 
concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P











ガス指令 4 条）。参入規制として 1998 年ガス指令と異なるところは系統運営者の指定規定
である。つまり、各加盟国は卸売輸送パイプライン（網）、貯蔵施設、LNG 基地、小売輸
送パイプライン（網）を所有する天然ガス事業者にそれぞれ一つ又は一つ以上の系統運営
者（system operator）の指定を求め、あるいは自ら指定しなければならない（同指令 7 条、
11 条）。 
自由化の範囲は、2004 年 7 月 1 日以降すべての非家庭需要者、2007 年 7 月 1 日以降す
べての需要者まで拡大された（23 条）。2007 年 7 月 1 日まで全面自由化となるわけで、1998
年発効以後 10 年 33%自由化という 1998 ガス指令の自由化目標に比べ早くなった。 
②施設の開放と価格規制 
1998 ガス指令と異なって、貯蔵施設以外、その他の施設（卸売輸送パイプライン、小売


















                                                  




地と貯蔵施設の各系統運営者すべてである（17 条 3 項）。ただし、供給範囲の需要者数が 1
万以下の小売輸送パイプライン系統運営者は法的分離の対象ではなく、各加盟国が決定す
ることができる（13 条 2 項）。さらに、各系統運営者の独立性を確保するため、系統運営者
の職員の販売活動への参加の禁止、系統運営者の系統を運営、維持、発展するために必要
な決定権限を確保する等の規定も設けられている（9 条 2 項、13 条 2 項）。そのほか、顧客




は、新規の加盟国間の連係パイプライン、LNG 基地、貯蔵施設（同条 1 項）のほか、既存
インフラの輸送容量の大幅な増強、また、新しいガス供給源の開発に寄与する既存インフ













limited area）に対する許認可制度・法的分離・市場開放等の適用免除申請規定（28 条 1


















給された後卸売輸送パイプラインの場合 10 年、小売輸送パイプラインの場合 20 年を超え
ないことである（同条同項）。最後にルクセンブルクとギリシャ両国にも一定の適用免除が




                                                  
901 具体的には、各加盟国はガス業界の利益から完全に独立した一つ又は一つ以上の規制機
関を指定しなければならない（25 条 1 項）。各加盟国の規制機関は卸売輸送パイプライン、
小売輸送パイプライン及び LNG 基地の利用料金、少なくともその計算方法及びその他の利
用条件を設定、認定する職責、又はそれらの修正を求める権限を有する（25 条 2 項、4 項）。
ただし、加盟国によって規制機関に当該加盟国の他の関連組織に正式な決定を求めさせる
場合も認め、この場合に当該関連組織は規制機関の仮決定を認可あるいは却下することが






自由化法令パッケージの一部であり、2005 年 9 月 28 日に採用された卸売輸送パイプライ
ンの開放規制に関する規則（Regulation (EC) No 1775/2005 of the European Parliament 
and of the Council of 28 September 2005 on conditions for access to the natural gas 
transmission networks , OJ L 289, 3.11.2005, pp. 1-13 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2005:289:0001:0013:EN:P
DF、本稿では「2005 年ガス規則」という）は、同フォーラムにおける議論に基づいて作成
















三、第 3 次自由化法令 
2005 年 10 月ハンプトンコート（Hampton Court）で開かれた欧州理事会が真正な欧州
エネルギー政策を求めたことをきっかけに、欧州委員会は 2006 年 3 月 8 日に「持続的、競
争力のある、安定的なエネルギーのための欧州戦略」をタイトルとするグリーンペーパー902
を公表し、意見公募を行った903。また、ガスと電力市場の競争状況について既に 2005 年に






                                                                                                                                                  
則案は採択されたのである。主な内容としては、（a）アクセス料金設定あるいはその設定




ある。（Eugene D. Cross et al., “ EU Energy Law”, Martha M. Roggenkamp eds., 
Energy Law in Europe: National, EU and International Regulation(Second edition), 
Oxford, 2007, pp. 373, 374; UK Parliament home page, House of Lords, Session 2003-04, 
Publications on the internet, European Union - Seventeenth Report, para. 36 
(http://www.publications.parliament.uk/pa/ld200304/ldselect/ldeucom/105/10502.htm)） 
902 European Commission, GREEN PAPER, A European Strategy for Sustainable, 
Competitive and Secure Energy, Brussels, 8.3.2006, COM(2006) 105 final 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0105:FIN:EN:PDF 
903 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, p. 2 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0529:FIN:EN:PDF 
904 European Commission, Communication from the Commission - Inquiry pursuant to 
Article 17 of Regulation (EC) No 1/2003 into the European gas and electricity sectors 
(Final Report), Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 851 final 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0851:FIN:EN:PDF 
905 European Commission, Communication from the Commission to the European 
Council and the European Parliament - an energy policy for Europe, Brussels, 10.1.2007, 
COM(2007) 1 final 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0001:FIN:EN:PDF 
906 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, pp. 2-3 
907 European Commission, Communication from the Commission to the European 
Council and the European Parliament - an energy policy for Europe, Brussels, 10.1.2007, 
COM(2007) 1 final, p. 6 
 






















次自由化法令の主な内容となる一連の措置を提案した。同年 9 月 19 日第 3 次自由化法案が
提出され、そして、2009 年 7 月 13 日に採択された。第 3 次自由化法令はガスと電力を合
わせて二つの指令、三つの規則によって構成され、且つ一括に審議、採択されたこともあ
って、「第 3 次自由化法令パッケージ」914とも言われる。ガス部分に関しては、「域内天然
                                                                                                                                                  
http://europa.eu/documentation/official-docs/white-papers/index_en.htm 
European Commission, WHITE PAPER - An energy policy for the European Union, 
Brussels, 13. 12. 1995, COM(95)682 final,  
http://europa.eu/documentation/official-docs/white-papers/pdf/energy_white_paper_com
_95_682.pdf 
909 European Commission, Communication from the Commission to the European 
Council and the European Parliament - an energy policy for Europe, Brussels, 10.1.2007, 





913 Ibid., p. 7 
914 European Commission> Energy> Internal market> Electricity & Gas markets 






















                                                  
915 Directive 2009/73/EC of the European Parliament and of the Council of 13 July 2009 
concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing Directive 
2003/55/EC, OJ L 211, 14.8.2009, pp. 94-136 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2009:211:0094:0136:EN:P
DF 
916 Regulation (EC) No 715/2009 of the European Parliament and of the Council of 13 
July 2009 on conditions for access to the natural gas transmission networks and 




917 Regulation (EC) No 713/2009 of the European Parliament and of the Council of 13 
July 2009 establishing an Agency for the Cooperation of Energy Regulators (Text with 
EEA relevance), OJ L 211, 14.8.2009, pp. 1-14 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2009:211:0001:0014:EN:P
DF 
918 EUROPA >Press Room>Press Releases 
Questions and answers, Reference: MEMO/07/362, Date: 19/09/2007 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/07/362&format=HTM
L&aged=1&language=en&guiLanguage=en 
EUROPA >Press Room>Press Releases 







いことを保証するための必要な措置を取らなければならない（2009 年ガス指令 3 条 5 項）。
そして、加盟国は、消費者が供給業者を切り替えた場合、3 週間以内に系統運営者がその小
売輸送のサービスを提供することを保証しなければならない（同 3 条 6 項）。また、加盟国
は消費者の権利に関する必要な情報等を提供するための集中した一つの窓口を提供するこ
























国の共同申請により審査期間が最大 3 カ月延長することができる（同条同項、2009 年機構
                                                  
919 EUROPA >Press Room>Press Releases 
Questions and answers, Reference: MEMO/07/362, Date: 19/09/2007 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/07/362&format=HTM
L&aged=1&language=en&guiLanguage=en 
920 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 








合を除いて、その効力が失う（2009 年ガス指令 36 条 9 項）。新興市場国、孤立市場国と特
定新興地域の場合の各種適用免除可能な加盟国リストの変更について、そのリストには、
2003 年ガス指令において挙げられたルクセンブルクとギリシャほか、エストニア、ラトビ












（同指令 25 条 1 項）とされるのに対して、2009 年ガス指令において、各加盟国は一つだ
けの規制機関を指定しなければならなく（同指令 39 条 1 項）、かつ各加盟国は当該機関が
法によって設立され、すべての他の公的と私的の団体から機能的に独立した組織であるこ
とを保証しなければならないとされる（同 39 条 4 項）。規制機関のスタッフは規制任務を
遂行するにあたって、すべての市場利益から独立して行動し、如何なる政府機関あるいは
その他の公的と私的の団体から指示を求めることあるいは指示を受けることをしてはいけ
ない（同条 4 項）。各加盟国の規制機関は NRA（National Regulatory Authority）とも言
う。 
次に欧州のレベルにおいて、前記 Agency と ENTSO-G という二つの機関が新しく設立
された（前者 2009 年機構設立規則 1 条、後者 2009 年ガス規則 5 条）。 
Agency というのは、各加盟国のエネルギー規制機関間の協力のための機構（Agency for 
the Cooperation of Energy Regulators）（以下「欧州エネルギー規制機構（ACER）」とも
称する）であり（2009 年機構設立規則 1 条）、欧州委員会が 2003 年に創設した自主規制機
関である欧州電力ガス規制機関グループ（ERGEG: European Regulators Group for 
Electricity and Gas）を取って代わってその後任となる。欧州エネルギー規制機構は法人格
を有する共同体組織で（同規則 2 条 1 項）、訴訟の当事者にもなり（同条 2 項）、その運営
経費の一部は欧州連合の総予算に入り（21 条 1 項）、欧州委員会、各加盟国政府、エネルギ




述する ENTSO-G との関係で、（a）、ENTSO-G の責務である前記ネットワーク・コード
（network code）、汎欧州10年ネットワーク発展計画（TYNDP）の作成・実施及びENTSO-G




域内エネルギー市場の形成とインフラの建設に関して、2011 年 2 月 4 日欧州理事会にお
いて、2014 年まで域内エネルギー市場の完成、2015 年以降欧州の天然ガスネットワークに
繋がっていない孤立した加盟国を無くすことを目標に決定されている922。他方、第 2 次、
第 3 次の自由化法令の実施の状況について、2001 年に欧州理事会に最初に要求され、2003
年ガス指令（31 条）と 2009 年ガス指令（52 条）に明記され、毎年提出義務となっている
欧州委員会の自由化法令の実施状況を報告する最新のベンチマーキング・レポート





条 1 項）、（d）卸売輸送系統運営者間の協力を監督すること（同条 9 項）、それから、加盟
国規制機関との関係で、（e）技術事項に関し個別な決定を採決することができること（7 条




定することができること（7 条 7 項、8 条 1 項）、（i）加盟国を跨る新規インフラの適用免
除について 6 カ月以内加盟国規制機関の間共通の意見を達成できない場合、欧州エネルギ
ー規制機構は決定を出すことができること（9 条 1 項）である。 
ENTSO-G というのは、欧州天然ガス卸売輸送システム運営者ネットワーク（European 
Network of Transmission System Operators for Gas）のことで、国境を越す域内天然ガス
市場の機能の強化と完成を促進するため、また天然ガス卸売輸送システムの最適な管理、
よく調整された運営と健全な技術革新を確保するため、欧州レベルでのすべての天然ガス
卸売輸送システム運営者の協力機関であり（2009 年ガス規則 4 条）、同機関の設立（同規
則 5 条）及び同機関に与えられた責務（8 条）に関する規定は 2003 年ガス規則に比べて 2009
年ガス規則の最大な特徴である。ENTSO-G に与えられた責務の中、最も重要なのが、前記
のネットワーク・コード（network code）と 10 年ネットワーク発展計画（TYNDP）の作
成である。ENTSO は欧州委員会の要請（2009 年ガス規則 6 条 6 項）に基づいて、欧州エ
ネルギー規制機構が作成したフレームワーク・ガイドラインと一致するネットワーク・コ





ルール、（i）透明性に関するルール等の内容を含まなければならない（8 条 6 項）。また
ENTSO-G は、2 年毎に拘束力のない汎欧州 10 年ネットワーク発展計画（TYNDP）を作
成しなければならない（同条 3 項）。この計画は、統合的なネットワーク・モデル、発展の
シナリオ、欧州供給適性の展望とシステムの復元力の評価という内容を含まなければなら
ない（同条 10 項）。 
922 European Council meetings>Conclusions 
http://www.european-council.europa.eu/council-meetings/conclusions?lang=en 





（benchmarking report）により、2009 年ガス指令の実施の期限は 2011 年 3 月 3 日とな
っているにもかかわらず、2011 年 6 月 1 日時点で、欧州委員会に国内法制化を含め実施措
置をとった報告を提出した加盟国は一つもいなかった923。また、第 2 次自由化法令に従っ
てない加盟国もまだ多くいる。欧州委員会は 2009 年 6 月に 2003 年ガス指令と 2005 年ガ
ス規則に従っていない 25 の加盟国に対し公式通知書（Letters of Formal Notice）を送付し、
その後、公式通知書への回答を分析し、デンマーク、エストニア、フィンランドとラトビ
アが法令に従った措置をとったと認め、その以外の加盟国924に対して、違反審査の第二段
階手続に進め、2010 年 6 月に 35 の理由付き意見書（Reasoned Opinion）を送付し、2011
年 6 月現在意見書への回答を分析し、欧州司法裁判所（European Court of Justice）に提







                                                  
923 Ibid., European Commission> Energy> Internal market> Electricity & Gas markets 
Benchmarking reports 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/benchmarking_reports_en.htm 
European Commission, “2009-2010 Report on progress in creating the Internal Gas and 







925 European Commission> Energy> Internal market> Electricity & Gas markets 
Benchmarking reports 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/benchmarking_reports_en.htm 
European Commission, “2009-2010 Report on progress in creating the Internal Gas and 
Electricity Market”, Brussels, 9 June 2011, p. 3 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010.pdf 
926 European Commission> Energy> Infringements Proceedings 
http://ec.europa.eu/energy/infringements/proceedings/proceedings_en.htm 
Press Release, “EU gas market: Commission refers Bulgaria and Romania to court to 









第 10 章  不可欠施設の開放・分離に関する規制の現状 





ラインにも開放の義務が課されている（2009 年ガス指令第 4 章）。 
まず、卸売と小売の輸送パイプライン、LNG 施設の開放規制について、2009 年ガス指令
32 条において次のように規定されている。 













放規制について、同指令 33 条において次のように規定されている。 
「第 33 条（貯蔵施設へのアクセス） 
1、貯蔵施設、顧客への供給のため系統への有効なアクセスを提供するのに技術的かつ（又
は）経済的に必要な場合のラインパック、へのアクセスの制度設計に関して、及び付随サ







                                                                                                                                                  


















































「第 35 条 アクセスの拒否 








加盟国が 4 条 4 項928を適用している場合、各加盟国はこのような措置を講じなければなら
ない。」 
以上を要する、次に説明する適用免除の場合を除いて、35 条に規定される正当な理由が










「第 36 条（新規インフラ） 
1、重要な新規インフラ、即ち連係パイプライン、LNG 及び貯蔵施設は、申請に基づい
て、以下の条件を満たす場合、一定の期間において、9 条929、32 条、33 条、34 条及び 41







































                                                  
930 料金規制。つまり、開放義務が課される施設の開放の利用料金及びその計算方法の設定


















































と 9 条932、13 条 1 項と 3 項933、14 条934と 24 条935、25 条 5 項936、26 条937・31 条938と 32













供給されてから 10 年を超えてはならない。 
小売輸送インフラに関しては、例外は当該地域において当該インフラを通じてガスが最
初に供給された時から 20 年を超えない期間において認められることができる。」 















前記新規インフラに関する 36 条の適用免除規定であれ、特定新興地域に関する 49 条 4
項、5 項の例外規定であれ、現行規制でありながら、開放規制において 2011 年 3 月 3 日か
ら、分離規制において 2012 年 3 月 3 日、一部にはさらに 2013 年 3 月 3 日からの執行とな
るため、現段階では条文番号として使われることはまだないが、規定される内容について、
2003 年ガス指令に比べて 2009 年ガス指令において規制機関の変更により一部手続の変更
（例えば 4 項、9 項）、又は適用免除となる対象の範囲の拡大（1 項）、つまり、新規インフ
ラの場合、分離規制（9 条）も適用免除の対象となるのと「一定の期間において」という一
つの文言が付け加えられたのがある以外、実体法上の判断基準に関する規定（主として 1
項の（a）から（e）まで、及び 2 項、6 項）は変わっていない。したがって、以下のように、
よく利用されている新規インフラの場合を例にして2003年ガス指令に基づいた過去の運用
と実体法規定について説明することも参考の価値があると考えている。 
欧州委員会が公表した統計資料により、2004 年から 2011 年までの間、新規インフラと
して適用免除を受けたパイプラインは 9 件、LNG 基地は 11 件、貯蔵施設は 1 件がある942。
例えば、パイプラインの場合、早いものは、2005 年に決定された BBL（イギリスとオラン
ダとの間）、2007 年に決定された Poseidon（ギリシャとイタリアとの間）、2008 年に決定
された Nabucco（オーストリア部分）等があり、最近のものは、2009 年に決定された OPAL
（ドイツとチェコ共和国との間）、2011 年 Gazelle（チェコとドイツとの間）等があり、LNG
基地の場合、早いものは、2005 年に決定された LNG Grain（イギリス）、South Hook（イ
ギリス）、Rovigo（イタリア）、Dragon（イギリス）、LNG Brindisi（イタリア）等があり、
最近のものは、2010 年に決定された LNG Shannon（アイルランド）、同年 LNG Dunkerque
（フランス）等があり、貯蔵施設の場合、2011 年に決定された Damborice（チェコ共和国）
の 1 件である943。 






                                                  
942 European Commission> Energy> Energy infrastructure> Exemptions 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/exemptions_en.htm 
European Commission, “Notifications and pending notifications of exemption decisions 
for gas and electricity”, (last updated 16/09/2011) 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/doc/exemption_decisions.pdf 
943 European Commission> Energy> Energy infrastructure> Exemptions 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/exemptions_en.htm 
European Commission, “Notifications and pending notifications of exemption decisions 




























容量は TPA の規制を受ける。例えば 2005 年のイタリアの LNG 基地 Rovigo と Brindisi
は適用免除を受けているのが全容量の 80%である。例えば、往路だけは適用免除を受ける
                                                  
944 European Commission Energy Internal market Interpretative notes 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/interpretative_notes/interpretative_note_en.h
tm 
European Commission, Commission Staff working document on Article 22 of Directive 
2003/55/EC concerning common rules for the internal market in natural gas and Article 
7 of Regulation (EC) No 1228/2003 on conditions for access to the network for 
cross-border exchanges in electricity, SEC(2009)642, 6/05/2009, para. 9 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/interpretative_notes/doc/sec_2009-642.pdf 
945 Ibid., para. 10 
946 Ibid., para. 11 
947 Ibid., para. 12 
948 Ibid., para. 13 
949 Ibid., para. 16 
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950 Ibid., para. 18 
951 Ibid., para. 17 
952 1 項と 2 項の条文規定： 
「第 22 条（新規インフラ） 
1、重要な新規インフラ、即ち連係パイプライン、LNG 及び貯蔵施設は、申請に基づいて、















































                                                  
954 Ibid., paras. 25, 26, 27 
955 Ibid., para. 32 
956 Ibid., para. 33 
957 Ibid., para. 34 


































22 条 1 項（d）において、「当該インフラのユーザー」と明確に規定されている。この規
                                                  
960 Ibid. 
961 Ibid. 
962 Ibid., para. 40 
963 Ibid., para. 41 
964 Ibid., Box 5 
965 Ibid. 
966 Ibid., paras. 53, 54 
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定も、規制を受けていない TSO の活動に制限をかけることを目的とするものである967。 
 ⑦適用免除のマイナスな効果について 







て、2003 年ガス指令 22 条に関する委員会の解説においては当然に言及し得なえなかった
ものであるが、前記欧州委員会が公表した 2004 から 2011 まで適用免除を受けた新規イン
フラのリストから見てもわかるように、実際としても適用免除の期間を限定してきたし、













いう三つの分離モデルが提供され、以下のように、それぞれ 9 条（所有分離）、15 条（規制
                                                  
967 Ibid., paras. 55, 56 
968 Ibid., para. 60 
969 European Commission> Energy> Energy infrastructure> Exemptions 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/exemptions_en.htm 
European Commission, “Notifications and pending notifications of exemption decisions 





ERGEG, European Regulators’ Experience with Article 22 exemptions of Directive 









「第 9 条（卸売輸送系統及び卸売輸送系統運営者970の分離） 






























                                                  
970 TSO（Transmission System Operator）とも略称する。 
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適用免除を受けた新規 LNG 基地は法人分離が求められている（36 条 1 項（c））。同規定は
LNG 基地（2 条 11 号定義規定により）以外の適用免除を受けたその他の施設、具体的には
連係パイプライン（2 条 17 号）、貯蔵施設（2 条 9 号）及び既存施設の顕著な増強と改造（36
条 2 項）にも適用する。 
貯蔵施設の分離規制について、前記独立系統運営者の場合と同様で、15 条に規定されて、
法人分離と機能分離となっている。 









                                                  






































                                                  












































ISO と ITO モデルは、2009 年ガス指令が発効した日、即ち 2009 年 9 月 3 日に、垂直統
合事業者に属していた TSO のみが選択できる。新規卸売輸送系統は、その時にまだ存在し
なかったので、所有分離となる。加盟国は所有分離を選択した場合、事業者は ISO と ITO
を選択できない。TSO 複数ある加盟国は、TSO ごとに、前記の条件を満たせば、所有分離、
ISO あるいは ITO を複数に選択することができる974。 
③所有分離モデル 9 条の 1 項（b）、（c）規定における「支配」について 












⑤ISO モデルの ISO 責務に関する 14 条 4 項規定について 





                                                  
973 European Commission> Energy> Internal market> Interpretative notes 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/interpretative_notes/interpretative_note_en.h
tm 
, Notes for the implementation of the Electricity Directive 2009/72/EC and the Gas 
European Commission Directive 2009/73/EC , “The Unbundling Regime”, Brussels, 22 
Jan. 2010, p. 4 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/interpretative_notes/doc/implementation_not
es/2010_01_21_the_unbundling_regime.pdf 
974 Ibid., p. 5 
975 OJ L 24, 29.1.2004, p. 1 
976 Ibid., p. 8 
































の場合（36 条）、新興市場の場合（49 条 2 項）と特定新興地域の場合（49 条 4 項）、にお
いては、実体法規定は全く同じである。異なる対象としては、顧客数 100,000 未満の小売
輸送系統運営者の場合（26 条 4 項）、テーク・オア・ペイ契約の場合（48 条）及び孤立市
場の場合（49 条 1 項）である。26 条 4 項の場合、分離規制の適用免除の対象となるが、48
                                                  
978 Ibid., p. 12 
979 Ibid., pp. 12, 13 
980 Ibid., pp. 14, 15 
981 Ibid., pp. 23, 26, 28 
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条と 49 条 1 項の場合、分離規制の適用免除の対象ではない。 
 






規制対象であるかどうかは実は明白ではない。これに対して、2009 年 2 月 9 日欧州委員会





















                                                  
982 European Commission, “Guidance on its enforcement priorities in applying Article 
82 (EC) to abusive exclusionary conduct by dominant undertakings”, OJ C 45, 24.2.2009, 
p. 7–20, pp. 12, 18, para. 78 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:2009:045:0007:0020:EN:P
DF 
983 Ibid., para. 81 
984 P. D. Cameron, Competition in Energy Market: Law and Regulation in the European 
















 同暫定措置決定 41 パラグラフにおいて、委員会は、不可欠施設の所有者が競争者に非
差別的なアクセスを提供しなければならない場合があるという基本原則を明白にした。委
員会は、後に港湾と関連する三つの事件において同原則を適用した。その三つの事件とは、
Sea Containers Ltd v. Stena 事件989、Port of Rodby(Euro-port) v. Denmark 事件990と
Morlaix(Port of Rscoff)事件991である。例えば、Sea Containers Ltd v. Stena事件において、
Sea Containers Stena Sealink は、軽量双胴船を使ってウェールズとアイランドの間の中
央ルートにおいて新しい快速フェリーサービスを展開しようとするある会社に依頼された
アクセスの提供を拒絶した。委員会は、これを濫用として B&I の決定を繰り返した。Sea 








                                                  
985 A. Jones and B. Sufrin, Ec Competition Law: Text, Cases, and Materials ( 3rd. ed), 
Oxford, 2008, p. 552 
986 Sealink/B&I holyhead: Interim Measures [1992] 5 CMLR 255. 
987 Supra note, A. Jones and B. Sufrin. p. 537 
988 Ibid., p. 540 
989 Sea Containers Ltd/Stena Sealink [1994] OJ L 15/8, [1995] 4 CMLR 84 
990 [1994] OJ L 55/52, [1994] 5 CMLR 457 
991 [1995] 5 CMLR 177 








例としては、2009 年 RWE 事件995、2010 年 ENI 事件996、2009 年 GDF Suez 事件997と 2010
年 E.ON 事件998である。この 4 件はいずれも欧州委員会が 2005 年に始めた分野調査（sector 
inquiry）の結果に基づいて問題を解消するために提起した事件である。この分野調査は、
前にも言及したが、エネルギー分野自由化の進展状況を把握するために欧州委員会が行っ
たものである999。2007 年 1 月に最終報告書が公表されたが、多くの問題が発見された。其











                                                  
993 Ibid., p. 542 
994 厳密に言うと、「不可欠施設(essential facility)」、GDF Suez 事件では「不可欠な投入
(essencial input)」の概念を使いながら、優越的地位の濫用を構成する要件に従って検討し
たもので、不可欠施設理論を単独の要件としたものではない。そのほか、この 4 件はいず
れも理事会規則(EC)No 1/2003 の 9 条に基づいて決定されたものである。9 条に基づく決定
はコミットメント決定といい、同規則 7 条に基づく委員会の決定と異なるが、法的な拘束
力のあるものである。 
995 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 
996 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
997 Case COMP/39.316 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39316 
998 Case COMP/39.317 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39317 
999  European Commission > Competition > Energy>Sector Inquiry 
http://ec.europa.eu/competition/sectors/energy/inquiry/index.html 
1000 Neelie Kroes, European Commissioner for Competition Policy on Final Report of 
Energy Sector Competition Inquiry Press Conference, Brussels, 10th January 2007 




以下において、GDF Suez と E.ON 事件について簡単に説明する。RWE と ENI 事件は構
造措置がとられたため、次の分離規制のところで説明する。 
GDF Suez は、2008 年に Gaz de France SA（GDF）と Suez SA との合併によってつく
られた事業者で、世界において主要なエネルギー供給事業者の一つであり、電力と天然ガ
ス分野の産業全チェインにおいて事業がある。2008 年 GDF Suez グループの売上は 830 億
ユーロである。フランスにおいて、GDF は既存事業者で、天然ガス分野における垂直統合
事業者である。GDF の子会社である GRTgaz は、フランスの多くの地域においてガス卸売
輸送パイプライン網を所有し、運営している。GDF のもう一つ子会社である Elengy は、2









シッパーと共同で、GDF Suez のインフラを建設し、あるいはさらに、GDF のインフラに
有効的な競争制限を構成しうる輸入能力を作り、そしてフランスにおける自分のガス供給
活動に利用することは、不可能、少なくとも極めて困難である。」1003 





GDF Suez は委員会の競争懸念に従って、理事会規則（EC）No 1/2003 の 9 条に基づい
て、委員会にコミットメントを提出することに同意した。その内容は、E.ON 事件を共通点
があるため、後で纏めて説明する。当事件において、委員会は「不可欠なインプット」と
                                                                                                                                                  
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=SPEECH/07/4&format=HTM
L&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 
1001 COMMISSION DECISION of 3.12.2009 relating to a proceeding under Article 102 
of the Treaty on the Functioning of the European Union and Article 54 of the EEA 
Agreement(Case COMP/39.316 – Gaz de France), para. 3 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39316/39316_2298_1.pdf 
1002 Ibid., para. 26 
1003 Ibid., para. 27 







年 E.ON の売上高は 818.2 億ユーロである。E.ON AG は、自分の完全子会社である E.ON 
Rhrgas を通じて圧倒的な力でドイツのガス事業に従事し、ドイツ最大の天然ガス供給業者
かつ欧州におけるリーディング・プレーヤーの一つであり、地域と地方の小売事業者、工
業ユーザー及び電力発電工場に供給をしている。E.ON Ruhrgas の完全子会社である EGT
は、ドイツにおける E.ON のガス卸売輸送系統を所有し、運営している。2007 年、E.ON 
Ruhrgasの全世界の売上高は227.5億ユーロに達した。E.ON AG、EGT及びE.ON Ruhrgas



















前記事件 GDF Suez と同様に、委員会の競争懸念にそって、E.ON は理事会規則（EC）
                                                  
1005 COMMISSION DECISION of 4.5.2010 relating to a proceeding under Article 102 of 
the Treaty on the Functioning of the European Union and Article 54 of the EEA 
Agreement(Case COMP/39.317 – E.ON Gas), para. 3 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39317/39317_1942_3.pdf 
1006 Ibid., para. 32 
1007 Ibid., para. 33 
1008 Ibid., para. 36 
1009 Ibid., para. 41 
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No 1/2003 の 9 条に基づいて、委員会にコミットメントを提出した。 
委員会がコミットメント決定において妥当と認めたその GDF Suez と E.ON が提出した
コミットメントの内容は以下のようである。 
GDF Suez と E.ON は、高カロリーガスネットワークへのバランシング・ゾーンあるい
はエントリー・ポイントにおける輸入能力への長期予約シェアを最大 50%まで減らすこと
に同意した。予約シェアの大幅な減少による契約調整、能力増強措置が必要となるため、
その減少は二段階に分けられた。第一段階は、それぞれ 2010 年と 2011 年まで約 10－15%
の即時減少で、第二段階は、それぞれ 2014 年と 2015 年まで最大 50%の最終減少である。
また、GDF Suez と E.ON は、その後 10 年以内にその限度を超えないことも約束した。 
2010 年の E.ON 事件のコミットメント決定において、2009 年の GDF Suez 事件の表現
を修正し、「不可欠な施設（essential facility）」という表現を明白に採用し、かつ、完全に
前記 EC 条約 82 条のガイダンス 81 パラグラフに明記された三要件に従って検討した点、









委員会と係って不可欠施設理論に歯止めをかけた最初の裁判所事件は European Night 
Service 事件1012であろう。 










                                                  
1010 Ibid., p. 12, Note 44 
1011 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年）556 頁。 
1012 [1994] OJ L 259/20, [1995] 5 CMLR 76, ECR Ⅱ-3141 












収入という点で 6%を有する Der Standard と新聞を発行していた。Neue Kronen Zeitung
と Kurier は合計で、発行部数において 46.8%のシェア、広告収入において 42%のシェアを
有していた。自分の新聞を配達するため、Mediaprint は全国的規模の宅配組織を立てた。




合理的な報酬を返しとして Der Standard をその宅配サービスに入れることを命ずる命令
を求めた。Bronner は、郵便小売輸送のようなその他の販売方法が宅配に比べ有利な点少












                                                  
1014 [1998] ECR Ⅱ－3141, [1998] 5 CMLR 718 
1015 Supra note, A. Jones and B. Sufrin, pp. 545, 546 
1016 [1998] ECR Ⅰ－17791, [1999] 4 CMLR 112 
1017 Supra note, A. Jones and B. Sufrin, p. 547 
1018 Ibid., p. 547 




ECJ がその四つの要件を満たさないから Bronner の主張を退けたが、その四つの要件を
必要とする理由については、同裁定の法務官（Advocate General）の意見から読み取るこ



























明する。IMS 事件において、Bronner 事件と同様な先決裁定で、ECJ は三つの要件を示し
                                                  
1020 Ibid., p. 551 
1021 Ibid., p. 552 
1022 IMS Health v. Commission, [2001] ECR 2-3193, [2002] 4 CMLR 58 
IMS Health v. Commission, [2002] ECR 1-3401, [2002] 5 CMLR 44 
NDC Health/IMS: Interim Measures [202] OJ L59/18, [2002] 4 CMLR 111 
























 実体法における条文規定は、前記開放規制と同様で、主として TFEU102 条である。
欧州の場合、TFEU102 条の違反に該当され、一定の条件を満たす場合、分離措置が取られ
ることは次のように、前記理事会規則（EC）No 1/20031026の 7 条において明記されている。 
「第 7 条（違反の発見と中止） 
1、委員会は、申告又は職権調査により、EC 条約 81 条又は 82 条違反があることを発見
した場合、決定により、関連事業者及び事業者団体にその違反を中止することを求めるこ
                                                  
1023 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年）566 頁。 
1024 Mirosoft, Commission Decision, 24 Mar. 2004, Case COMP/C-3/37.792, [2005] 4 
CMLR 965 
1025 M. D. Diathesopoulos, “Third Party Access and Refusal to Deal: How Sector 
Regulation and Competition Law Meet Each Other”, Dec. 29, 2010, p. 11 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1732210 
 
1026 Council Regulation (EC) No 1/2003 of 16 December 2002 on the implementation of 















 エネルギー分野において構造措置が取られたのは、前記ガス関連の 2009 年 RWE 事件
1027と2010年ENI事件1028のほか、また電力関連の2008年E.ON事件1029と2010年Svenska
事件1030がある1031。この後者の二つ事件も 2005 年に始められた分野調査の結果に基づいて
委員会に提起された事件である。E.ON と RWE 事件はそれぞれ電力とガスにおいて最初に
構造措置が取られた事件である1032。以下において、ガス関連の 2009 年の RWE 事件と 2010




ある。2007 年の売上高は 42.507 億ユーロである1033。 
委員会のコミットメント決定において、次のように説明されている。 
「RWE TSO のガス卸売輸送ネットワークは、不可欠な施設（essential facility）と考え
られ、その理由は、RWE のグリッド地域内のガス供給市場において事業活動を遂行するに
                                                  
1027 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 
1028 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1029 Case COMP/39.388 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39388 
1030 Case COMP/39.351 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39351 
1031 M. D. Diathesopoulos, “From Energy Sector Inquiry to Recent Antitrust Decisions 
in European Energy Markets: Competition Law as a Means to Implement Sector 
Regulation”, July 14, 2010 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1639883 
1032 EuroWatch, July 15, 2009 
http://www.mcguirewoods.com/news-resources/publications/international/rfid.pdf 
1033 COMMISSION DECISION of 18 III 2009 relating to a proceeding under Article 82 
of the EC Treaty and Article 54 of the EEA Agreement(Case COMP/39.402 – RWE Gas 



















RWE は、主として約 4000 キロメートルのドイツにある高圧ガス卸売輸送ネットワーク
を、一見して（prima facie）競争懸念を生じないと見られる適切な購入者に売却する。こ











アの国境に近い Baumgarten とイタリアの間のパイプライン（TAG）を運営している Trans 
Austria Gasleitung（TAGGmbH）を所有・支配している。また、ドイツの事業者 E.ON 
Ruhrgas AG（E.ON）と共同で、オランダ、ベルギーとドイツの国境とドイツ・スイスの
                                                  
1034 Ibid., para. 22 
1035 Ibid., para. 23 
1036 Ibid., para. 24 
1037 Ibid., para. 25 
1038 Ibid., para. 36 
1039 Ibid., para. 38 
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国境にある Wallbach の間のパイプライン（TENP）を所有する Trans E うろパイプライン
Naturgas Pipeline GmbH AG（TENP KG）を所有・支配している。TENP パイプライン
を通過したガスは、さらに ENI とスイスの会社 Swissgas AG（Swissgas）と共同で所有・
支配している Transitgas パイプラインによって、スイスを通過した後、イタリアに輸送さ
























                                                  
1040 COMMISSION DECISION of relating to a proceeding under Article 102 of the 
Treaty on the Functioning of the European Union (‘TFEU’) and Article 54 of the EEA 
Agreement (Case COMP/39.315 – ENI), paras. 3, 4, 5, 6 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39315/39315_3019_9.pdf 
1041 Ibid., para. 43 
1042 Ibid., para. 45 
1043 Ibid., para. 46 
1044 Ibid., para. 48 
1045 Ibid., para. 50 
1046 Ibid., para. 51 

























「ENI は、国際ガス卸売輸送パイプライン（TENP、Transitgas 及び TAG）に関連する
会社の現在の株式を、一応競争懸念を生じなく、ENI から独立しかつ ENI と関係のない適
切な購入者に、売却することに約束した。TAG に関して、ENI は、その株式を、イタリア
政府に直接又は間接的にコントロールされる公共事業者に売却する。ENI も、2009 年 12
月 22 日と売却終了の日の間、今後可能な入札及びイタリア以外の市場向けの逆流卸売輸送
容量に関するその他の公的配分手続を除いて、TAG、TENP 及び Transitgas パイプライン
において、シッパーとして自分の利益のため、如何なる卸売輸送契約を延長し、又は更新
し、又は如何なる新しい卸売輸送契約を締結しないことを約束した。」1052 
                                                  
1048 Ibid., para. 57 
1049 Ibid., para. 59 
1050 Ibid., para. 60 
1051 Ibid., para. 61 
1052 Summary of Commission Decision of 29 September 2010 relating to a proceeding 
under Article 102 of the Treaty on the Functioning of the European Union and Article 






ずパラグラフ 39 において、不可欠施設について説明し、それからパラグラフ 40 において、
82 条ガイダンスパラグラフ 81 に明記された三要件を引用し、最後にその三要件に従って分
析した。 









る。その代表事例は、1985 年の Stichting Sigarettenindustrie 事件1053と 2010 年の





Distrigas 事件1056と 2010 年の EDF 事件1057、主として長期輸送契約に関する前記の 2009
年の RWE 事件1058、2010 年の ENI 事件1059、2009 年の GDF Suez 事件1060と 2010 年の
                                                                                                                                                  
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:2010:352:0008:0010:EN:P
DF 
1053 C-240/82 - Stichting Sigarettenindustrie v Commission 
http://curia.europa.eu/juris/showPdf.jsf?text=&docid=92101&pageIndex=0&doclang=E
N&mode=doc&dir=&occ=first&part=1&cid=176585 
1054 C-280/08 P - Deutsche Telekom v Commission 
http://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?text=&docid=82938&pageIndex=0&
doclang=EN&mode=doc&dir=&occ=first&part=1&cid=177169 
1055 Michael D. Diathesopoulos, “Access to European Energy Networks: The Relation 
between Third Party Access and Refusal to Deal Concepts”, December 31, 2010, pp. 
18,19 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1733103 
1056 Case COMP/B-1/37966 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_37966 
1057 Case COMP/39.386 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39386 
1058 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 






まり、1985 年の Stichting Sigarettenindustrie 事件、2010 年の Deutsche Telekom AG 事
件、2007 年の Distrigas 事件と 2010 年の EDF 事件について簡単に説明する。 




ことである。その SSI の場において、1976 年 12 月 20 日 SSI のメンバーが、特に消費者
への販売価格、卸売業者と小売業者の利幅に関して所管官庁と交渉するため SSI を唯一の
代弁者として委任することを主な内容とする基本契約が締結されたほか、欧州委員会の決
定1062により、その基本契約も含めて、EEC 条約 85 条（TFEU101 条）に違反する多くの
協定と協調行為がなされた。同決定において、欧州委員会は、タバコ製品の卸売業者と小













                                                                                                                                                  
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1060 Case COMP/39.316 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39316 
1061 Case COMP/39.317 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39317 
1062 Case IV/29.525 and IV/30.000, OJ L 232, 6 August 1982, p. 1 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:1982:232:0001:0038:EN:P
DF 













②、2010 年 Deutsche Telekom AG 事件 
Deutsche Telekom AG（DT）は、ドイツの垂直統合電気通信既存事業者（incumbent）










ジ料金は、RegTP による事前許可が必要であるが、その内訳は DT が調整できる。後者の
場合、TKG パラグラフ 30 の規定により、エンドユーザーの回線網への個別の小売アクセ
ス料金は前者のような事前のプライス・キャップ規制がなく、事後規制となっている。他
方、TKG パラグラフ 25（1）の規定により、他の競争通信事業者に提供する DT の回線網
へのアクセス料金は卸売料金として、RegTP による事前許可が必要である。1999 年欧州委








う事実があるだけでは、上告人の EC 条約 82 条に規定される責任を免れることができない」
                                                  
1064 Ibid., para. 24 







「要するに、上告人は、エンドユーザーの小売アクセス料金、具体的には、1998 年 1 月
1 日と 2001 年 12 月 31 日との間の狭帯域アクセス小売料金と、2002 年 1 月 1 日以降の広
帯域アクセス小売料金を調整するための許可を当時 RegTP に申請することができるわけで
あった」1068。 



















                                                  
1066 C-280/08 P - Deutsche Telekom v Commission, para. 84 
http://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?text=&docid=82938&pageIndex=0&
doclang=EN&mode=doc&dir=&occ=first&part=1&cid=177169 
1067 Ibid., para. 85 
1068 Ibid., para. 86 
1069 Ibid., para. 90 
1070 Ibid., para. 91 
1071 Ibid., para. 92 
1072 Press Release, Antitrust: Commission welcomes Court judgement in Deutsche 






ない限り、如何なる場合でも（in any case）規制することができるということである1073。 
 
③、2007 年 Distrigas 事件 
 Distrigasは、ベルギーにおける主要な電力の発電事業者と供給業者であるElectrabelと、























「Distrigas は、再販売事業者と 2 年以上を期間とする供給契約を締結してはならない」
                                                  
1073 Case COMP/C-1/37.451, 37.578, 37.579 – Deutsche Telekom AG, OJ 2003 L 263, p. 
9, para. 54 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:263:0009:0041:EN:P
DF 
1074 European Commission, Commission Decision of 11.10.2007 relating to a proceeding 









「このコミットメントは、2007 年より 4 年間を期限とする。しかし、Distrigas の市場
シェアが 40%以上を占め、かつ最も接近の競争者のシェアより 20%を超える限り、このコ
ミットメントは適用される」1078。 
④、2010 年 EDF 事件 
EDF は、EDF S.A.を親会社として、その EDF S.A.の子会社、またその支配下にある他
の会社の総称である。EDF S.A.はフランス電力市場の垂直統合既存事業者である。フラン
ス法に基づいて、フランス政府が少なくとも EDF 全体株の 70%を所有しなけれならないた











「EDF は、2010 年 1 日 1 日よりこのコミットメントが適用される間、大手工業ユーザ
ーへの電力の供給量の少なくとも単年度で 65%かつ供給年度の全体平均で 65%を、直接あ
るいは購入グループを通じて、市場に返還しなければならない」1079。 
「EDF は、大手工業ユーザーへの電力供給新規契約の最大期間が 5 年を超えないことを
保証しなければならない」1080。 
「フランスにおける大手工業ユーザーへの電力供給市場の閉鎖性に関して、このコミッ
トメントは、2010 年 1 月 1 日より 10 年間適用される。その間、二次市場において EDF に
よる販売量が 40%を超えた場合、適用されない。2 年以上連続で関連市場における販売量




1079 COMMISSION DECISION relating to a proceeding under Article 102 of the Treaty 
on the Functioning of the European Union and Article 54 of the EEA Agreement (Case 
COMP/39.386 – Long-term contracts France), para. 43 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39386/39386_1536_3.pdf 































                                                  
1081 Ibid., para. 47 
1082 Ibid., para. 49 
1083 European Commission, Communication to the Spring European Council - Working 
together for growth and jobs - A new start for the Lisbon Strategy - Communication 
from President Barroso in agreement with Vice-President Verheugen , Brussels, 
2.2.2005, COM(2005) 24 final, pp. 4, 5, 15, 16, 18 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2005:0024:FIN:EN:PDF 
1084 European Commission, Communication from the Commission - Inquiry pursuant to 
Article 17 of Regulation (EC) No 1/2003 into the European gas and electricity sectors 













的に行われた違反審査手続は、2006 年 4 月 4 日から行われたものである1086。前記分野調
査の結果に基づいて域内ガス電力市場のビジョンに関する委員会の意見書において、この
ように述べられている。「市場を機能させるため、また 2007 年 7 月 1 日にそれをすべての
消費者に効果的に開放されるために、現行欧州レベルの法令が適切に国内法制化されるこ
とは不可欠である。そのため、委員会は、2006 年 4 月、現行の指令に違反し、あるいは国
内法制化していない 20 の加盟国に対し 34 の違反手続を発動した。これらの公式通知書が
送付された後、必要な場合欧州司法裁判所にも提訴するが、その前の 2006年 12月 12日に、
委員会はすべて主要な加盟国を含めて 16の加盟国に対し 26の理由付き意見書を送付した」
1087。「指令の国内法制化の完成期限である 2004 年 7 月 1 日より 2 年半も存在し続けてきた
この違反の状態は、指令に起因する現行の EC 法令の枠組みの不十分さと欠点を明らかに示
している」1088。第二次集中的に行われた違反審査手続は、前にも述べた 2009 年 6 月から
行われたものである1089。欧州委員会はまず同日に 2003 年ガス指令と 2005 年ガス規則に従
っていない 25 の加盟国に対し公式通知書を送付し、その後、4 の加盟国が法令に従った措
置をとったと認めたため、その以外の加盟国に対して、違反審査の第二段階手続に進め、
2010 年 6 月に 35 の理由付き意見書を送付し、さらに、2011 年 11 月 24 日に、加盟国から
前記理由付き意見書への回答を分析した結果、なおブルガリアとルーマニアが法令に従っ
                                                  
1085 Ibid., para. 6 
1086 Press Release, The Commission to act over EU energy markets (Reference: 
MEMO/06/481, Date: 12/12/2006) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/06/481&format=HTM
L&aged=0&la 
1087 , European Commission Communication from the Commission to the Council and 
the European Parliament - Prospects for the internal gas and electricity market, 
Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 841 final, p. 6 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0841:FIN:EN:PDF 
1088 Ibid. 
1089 Press Release, Energy: Commission requests 20 Member States to implement and 































                                                  
1090 European Commission> Energy> Infringements Proceedings 
http://ec.europa.eu/energy/infringements/proceedings/proceedings_en.htm 
Press Release, “EU gas market: Commission refers Bulgaria and Romania to court to 




1091 Press Release, Competition: Commission energy sector inquiry confirms serious 
competition problems (Reference: IP/07/26, Date: 10/01/2007) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/07/26&format=HTML&age
d=0&language=EN&guiLanguage=en 
1092 Press Release, Energy sector competition inquiry – final report – frequently asked 























ある。2001 年と 2005 年の間、これらの TSOｓに徴収された収入の総額は約 130 億ユーロ





























ドイツとフランスをはじめ 8 の加盟国に反対されたため、従来の法的分離と似ている ITO
（独立卸売輸送運営者）という比較的に緩い第三のモデルが追加され、委員会と反対加盟
国間の一つの妥協の産物となる1096。このことからでも、事業法の弱点あるいは不足が窺え
る。前記ガス関連の 2009年RWE事件1097と 2010年ENI事件1098、電力関連の 2008年E.ON
事件1099と 2010 年 Svenska 事件1100において完全所有分離という構造規制がとられたこと
は、第三次自由化法令の所有分離規制が原則として 2012 年 3 月 3 日に実施される予定の前
                                                  
1093 Press Release, Neelie Kroes, European Commissioner for Competition Policy on 
Final Report of Energy Sector Competition Inquiry, Press Conference, Brussels, 10th 
January 2007 (Reference: SPEECH/07/4, Date:10/01/2007) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=SPEECH/07/4&format=HTM
L&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 
1094 European Commission, Communication from the Commission to the Council and 
the European Parliament - Prospects for the internal gas and electricity market, 
Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 841 final, p. 11 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0841:FIN:EN:PDF 
1095 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, pp. 5, 6 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0529:FIN:EN:PDF 
1096 René H. Gonne, “The European Third Energy Package: A Radical Change in 




1097 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 
1098 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1099 Case COMP/39.388 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39388 









②、理事会規則 No1/2003 について 
前述した分野調査、その調査の結果に基づいてコミットメントの形で処理された一連の
事件、またそれらの一部の事件においてとられた構造措置等は、当然ではあるがいずれも
競争法の実施規則である理事会規則 No1/2003（それぞれ 17 条、9 条及び 7 条）に基づい
て行われたものである。 
同規則は、2004 年 5 月 1 日より実施され、1962 年も前に制定された規則 No17/621103を
取って代わるもので、よく知られていることでもあっていくつの点において競争法実施の
現代化（modernization）であると言われている1104。簡単に説明すると、それらの点は、
主として、各加盟国の競争当局も EC81 条と 82 条（TFEU101 条と 102 条）を直接に適用





そのほかに、前記 17 条、9 条、7 条など非常に重要でユニークな規定もある。 
17 条において次のように規定されている。 




調査にあたって、委員会は関連事業者又は事業者団体に対し、81 条と 82 条が効果的に実施
                                                  
1101 Michael D. Diathesopoulos, “Third Party Access and Refusal to Deal: How Sector 
Regulation and Competition Law Meet Each Other”, Dec. 29, 2010, p. 32 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1732210 
1102 2004 年 Marathon 事件もその一つの例である。Press Release, Commission settles 




1103 Regulation (EEC) 17/62 [1962] OJ L 13/204 
1104 Peter D. Cameron, “Competition in Energy Market: Law and Regulation in the 
European Union (second edition)”, Oxford, 2007, p. 282 
1105 Ibid., pp. 282, 283, 284 
















めることができる。20 条と 21 条により、委員会は立入検査により必要なすべての検査を実
施することができる。22 条により、委員会は加盟国の競争当局に調査を依頼することがで

















事業者が 9 条に基づいたコミットメントを実施しない場合、同規則 23 条 2 項により、
EC81 条 82 条違反と同様に、前事業年度の全売上の 10%を超えない限度での制裁金が課さ
れることになる。 
                                                  














同規則は、前記のように、2004 年 5 月 1 日より実施されたが、2005 年 6 月より分野調
査が始められ、2005 年 11 月に中間報告書（Issues Papers）が提出され1109、2007 年 1 月
10 日に最終報告書が提出された一方、2006 年 4 月より前記 RWE、E.ON、GDF 等に対し
て企業別の調査も始められ1110、そして 2007 年 10 月 11 日に前記 Distrigaz に対し最初の






2009 ガス指令前文 33 と 2009 年ガス規則前文 34 において、同指令あるいは規則の実施
が競争法の実施を妨げないことが明記されている。 
                                                  
1108 M. D. Diathesopoulos, “From Energy Sector Inquiry to Recent Antitrust Decisions 
in European Energy Markets: Competition Law as a Means to Implement Sector 
Regulation”, July 14, 2010, p. 7 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1639883 
1109 Supra note, Peter D. Cameron, p. 295 
1110 Ibid., p. 296 
1111 Case COMP/B-1/37966- Distrigaz 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_37966 
Press Release, Antitrust: Commission opens Belgian gas market to competition 
(Référence: IP/07/1487, Date: 11/10/2007) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/07/1487&format=HTML&a
ged=0&language=EN&guiLanguage=fr 
1112 Press Release, Antitrust / ENI case: Commission opens up access to Italy's natural 
gas market (Reference: IP/10/1197, Date: 29/09/2010) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/10/1197&format=HTML&a
ged=1&language=EN&guiLanguage=en 
1113 Supra note, Peter D. Cameron, pp. 293, 294 
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1114 C-280/08 P - Deutsche Telekom v Commission 
http://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?text=&docid=82938&pageIndex=0&
doclang=EN&mode=doc&dir=&occ=first&part=1&cid=177169 
1115 Supra note, Michael D. Diathesopoulos, pp. 22, 23 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1732210 
1116 Ibid., p. 40 
1117 Press Release, Neelie Kroes, European Commissioner for Competition Policy, More 
competitive energy markets: building on the findings of the sector inquiry to shape the 
right policy solutions, European Energy Institute, Brussels, 19th September 2007, 
Reference: SPEECH/07/547, Date: 19/09/2007 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=SPEECH/07/547&format=HT
ML&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 
1118 Press Release, Neelie Kroes, European Commissioner for Competition Policy, The 
interface between regulation and competition law, Bundeskartellamt conference on 


































                                                                                                                                                  










 本件では、地域通信網を保有する既存事業者（incumbent LEC）である Verizon の競争
者（competitive LEC）AT&T の顧客である Trinko が、Verizon が競争者に自己の通信網
へのアクセスを提供するにあたって必要な稼働サポートシステム（OSS）の提供を遅延し






















 「本件における OSS 提供の問題への規制側の反応が、規制制度が如何に機能しているの
かについて一つ鮮明な例を示している。いくつの競争者（competitive LECs）が Verizon
の注文に対するサービスの不足に対して苦情を申し入れた時、FCC（連邦通信委員会）と
PSC（ニューヨークの公共サービス委員会）は応じた。FCC は、Verizon が 1996 年通信法
                                                  
1122 Verizon Communications Inc. v. Trinko LLP 124 S.Ct. 872 
1123 Ibid., p. 5 
http://www.law.cornell.edu/supct/pdf/02-682P.ZO 
1124 Ibid., p. 6 
1125 Ibid., p. 11 





















本件行為がシャーマン法 2 条にも該当しないと次のように判決された。 
 「（不可欠施設理論との関連で）競争者に協力しない拒絶行為をシャーマン法 2 条違反と
されたリーディング・ケース、また、被告が当然ながら最大なあてにしているケースは、
Aspen Skiing 事件である。」1132 
 「本件で訴えられた取引拒絶は、Aspen Skiing 事件で認められた限定的な例外には該当
しない。・・・注目された両事件の最大の違いは価格設定行為である。Aspen Skiing 事件1133
において、被告が小売価格での販売要請さえを拒否したため、今後独占的な小売価格が高
くなるだろうと推定することができる。Verizon の通信法 251 条(c)(3)に規定され得られる
コストベースの報酬料金での連係への抵抗は、独占の企図があり得ない。」1134 
 競争法と事業法の関係と関連する前記欧州の事件、特に、分野調査の結果を追って委員
                                                  
1127 Ibid., p. 14 
1128 Ibid. 
1129 Ibid. 
1130 Ibid., p. 15 
1131 Ibid., p. 16 
1132 Ibid., p. 8 
1133 岡田外司博、「判例評釈：Aspen Skiing Co.v. Aspen Highlands Skiing Corp., 472 
U.S.585, 105 S.Ct.2847 (1985)」アメリカ法 1988(1), pp. 197-206 を参照されたい。 




























契約に関する 2007 年の Distrigas 事件1139と 2010 年の EDF 事件1140、主として長期輸送契
約に関する 2009 年の RWE 事件1141、2010 年の ENI 事件1142、2009 年の GDF Suez 事件1143
                                                  
1135 Michael D. Diathesopoulos, “Competition Law and Sector Specific Rules in 
European Energy Sector: A Comparison to Trinko, Recent Commission’s Antitrust 
Decisions and a Look to the Future”, July 14, 2010, p. 3 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1639926 
1136 Ibid., p. 7 
1137 越知保見「規制産業における支配的事業者の排除型行為の規制とその立証負担」、土田
和博＝須網隆夫編著『政府規制と経済法』（日本評論社、2006 年）299 頁。 
1138 Supra note, Trinko case, pp. 8, 15 
http://www.law.cornell.edu/supct/pdf/02-682P.ZO 
1139 Case COMP/B-1/37966 
1140 Case COMP/39.386 
1141 Case COMP/39.402 
1142 Case COMP/39.315 
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第 11 章  中国に与える示唆 
第 1 節 開放規制について 
一、事業法において 
本稿第 4 章第 1 節において既述のように、中国において現段階では事業法分野で不可欠
施設の開放に関する規定はない。他方、関連規定のある制定中の「エネルギー法」は、現
段階ではまだ成立の目処が立っていない1147。検討の対象となるものが、既述の 2007 年 12
月 4 日に公表された「エネルギー法」草案1148であることには変わりがない。同草案におい
て、分離規制に関する実体法規定は、48 条で、手続法規定は、53 条と 127 条である。検討










                                                                                                                                                  
1143 Case COMP/39.316 
1144 Case COMP/39.317 
1145 Michael D. Diathesopoulos, “Third Party Access and Refusal to Deal: How Sector 
Regulation and Competition Law Meet Each Other”, Dec. 29, 2010, p. 41 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1732210 
1146 Ibid. 
1147 吴钟瑚「能源法的尴尬 如何破局」能源评论 2011 年 12 期 28 页。 
http://www.indaa.com.cn/zz/nypl/201112/201112/P020111215514961493670.pdf 































                                                  
1149 上流分野のパイプラインというのは、生産施設の一部で、例えば井戸から処理工場まで
のパイプラインがその対象である（2009 年ガス指令 2 条 2 項定義）。 




指令 2 条 14 項定義）。 
1152 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, p. 17 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0529:FIN:EN:PDF 














「第 35 条 アクセスの拒否 








加盟国が 4 条 4 項1154を適用している場合、各加盟国はこのような措置を講じなければなら
ない。」 

















infrastructure）（36 条）、テーク・オア・ペイ契約（take-or-pay commitment）（48 条）


























供給されてから 10 年を超えてはならない。 
小売輸送インフラに関しては、例外は当該地域において当該インフラを通じてガスが最
初に供給された時から 20 年を超えない期間において認められることができる。」 
































容量は TPA の規制を受ける。例えば 2005 年のイタリアの LNG 基地 Rovigo と Brindisi
は適用免除を受けているのが全容量の 80%である。例えば、往路だけは適用免除を受ける




































中国の反壟断法において、既述のように、同法第 6 条、7 条、17 条と 47 条の規定により、




を拒絶した場合、当該行為は、反壟断法 6 条もしくは 7 条、又は 17 条 1 項の 1 号、3 号、




                                                  














これに対して、欧州において、既述のように、2009 年 2 月 9 日欧州委員会が公表した
EC82 条（TFEU102 条）に関する運用ガイダンス1156により、不可欠施設へのアクセス拒




















                                                  
1156 European Commission, “Guidance on its enforcement priorities in applying Article 
82 (EC) to abusive exclusionary conduct by dominant undertakings”, OJ C 45, 24.2.2009, 

































                                                  
1157 European Commission, “An energy policy for Europe”, Communication from the 
Commission to the European Council and the European Parliament, Brussels, 
10.1.2007, COM (2007) 1 final, p. 6 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0001:FIN:EN:PDF 
1158 European Commission, Communication from the Commission to the Council and 
the European Parliament - Prospects for the internal gas and electricity market, 
Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 841 final, p. 22 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0841:FIN:EN:PDF 




第 2 節 分離規制について 
一、事業法において 








てそれぞれ適用されている。そのほか、適用免除規定（同 36 条、26 条 4 項、48 条、49 条）









提条件が設けられている。つまり、ISO と ITO モデルは、2009 年ガス指令が発効した日、


















































                                                  
1160 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 































                                                  
1161 European Commission Communication from the Commission - Inquiry pursuant to 
Article 17 of Regulation (EC) No 1/2003 into the European gas and electricity sectors 
(Final Report), Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 851 final, p. 12 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0851:FIN:EN:PDF 
1162 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1163 COMMISSION DECISION of relating to a proceeding under Article 102 of the 
Treaty on the Functioning of the European Union (‘TFEU’) and Article 54 of the EEA 
Agreement (Case COMP/39.315 – ENI), para. 57 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39315/39315_3019_9.pdf 
1164 Ibid., para. 59 









欧州の場合、既述のように、競争法実施規則である理事会規則(EC)No1/2003 の 7 条にお
いて、行動措置とともに構造的救済措置を課すことができることが明記されている。委員
会に分離規制が課された実際の例もあった。例えば、前記のガス関連の 2009 年 RWE 事件
1166と 2010 年 ENI 事件1167、電力関連の 2008 年 E.ON 事件1168と 2010 年 Svenska 事件1169
があった。 
これに対し、中国の場合、不可欠施設を保有する事業者が、正当な理由がなく、不可欠


















                                                  
1166 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 
1167 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1168 Case COMP/39.388 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39388 






































                                                  
1170 全国人大常委会法制工作委员会经济法室编『中华人民共和国反垄断法条文说明、立法理

















































ついて、新規インフラの場合、日本ガス事業法 22 条 3 項に規定されている「特例措置」、





















特定新興地域の場合、同ガス指令 49 条 5 項が参考されるべきであろう。 













供給されてから 10 年を超えてはならない。 
小売輸送インフラに関しては、例外は当該地域において当該インフラを通じてガスが最
初に供給された時から 20 年を超えない期間において認められることができる。」 
また、競争法において、不可欠施設理論の適用要件について、日本では同理論の明確な



















定されるべきである。この場合、日本のガス事業法 22 条 6 項、欧州の 2009 年ガス指令 35




欧州 2009 年ガス指令 35 条規定： 
「第 35 条 アクセスの拒否 
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